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経済学研究 39ω2
北海主露大学 198事. 9 

創業期合北海道炭讃鉄道株式会社

1889年'"1897 

宮下弘美

は乙めに

本稿は， これまでの務究では未だ十分にその

特質が解明されていないと思われる北語道炭硝

鉄道株式会社〈以下，北炭と略称する)1)をと

りあげ r営業報告議jその他の社内資料の分析

を透じて，創業期の北撲の営業内容を義体とし

て明らかにしようとるものである。

社内資料を用いた分祈念必要とする理由は，

北茨が法律的には「私設鉄道条{舶の議舟を受

けた鉄道会社として， 1889 (明治22)年12月に

資本金650万再で創放しながらも，事実上は単

なる鉄道会社でなかったという北炭の特殊な性

格に起因する。北炭の〈歴史〉を議観すれば，

まず鎖支持の北炭は，室蘭。空知太間および夕

張・空知河炭櫨支線の鉄道をど敷設し，あわせて韓

内・幾苦手別鉄道の払下げを受けて鉄道業をど営む

鉄道会社マ三うりながら，周持に機内炭積の払下

げな受け，幾春別・空知ー夕張などの諸炭rlrか

ら沼隈を採摺し，石炭の適法・甑売を行なう芯

炭業合兼営する会社でもあった。その後，北炭

は，醤?欝梁・骸炭製農業・山林繁の兼営主ど欝婚

し， 1906年の鉄道富有先以降は，さらに製鉄

1)北炭の社名札創立当初が北海道炭磁鉄道会社，
1893年四月に旧潟法のき護施にともなって北海道炭

鉄道菌有化後の1906若手§尽には
北海道決議汽船株式会社と改称された〈ま五十年史

綴纂議委員会綴r北海道炭援汽船株式会社五十字史i
同社， 1939年， 44， 61頁，以下 r~t炭五十年史J
と絡す)。

業・電ま襲撃・煉瓦業・製材業を兼営し， 1907年

にはB英共同事業として日本製鋼所を設立する

など，他の会社主こは全くみられないく援史〉な

有してL、た。ところが，北炭は， B鰭戦争後に

劃立以来最大の経営怠;畿に諮り， 1913 (大正2)

年に三井財閥の傘下に吸収され，それ以降，三

井財閥の傍系会社として位置づけられることに

なる。明治期の北炭の以上のような兼営事業警の

ゆえに，北炭それ自体を研究対象とし

てとりあ庁るならば1"営業報告書j などの社

内資料会舟いることなしに，北炭の

体君主を潤らかにしえないことは，あ

うまでもなし、しかし，これまでの北炭研究は，

以上に述べた明治期の北炭の〈歴史〉がまさに

白木繁本主義の確立過程に即応することになる

ため， 日本資本主義発達史の総体にかかわる問

題鴎心，たとえば，北海道石炭梁の発展過翠と

の関係，官業払下げの問題，三井財関の

化過程との鰐議，鉱rlr労働者の時畿などの諸側

聞からの分析に引きつけられて進められてきた

ように見受けられる九 努治期を通じて，北炭

2)ここマ経営の総体と苦言ってもそれはあく設で、限
定づきである。なぜなら，*務では，賃金や労働
力調達，鉄道建設労綴畿の実態，労働争議等につ
いては分析の対象から外されているからである。
いわば，資本・賃労働関係における資家に焦点を
絞って，そのく総体〉を員事務ずること会笈関して
いると理解していただければ傘いである。

3)本橋の当面の諜媛まと関わる主7な北炭研究は以下
のとおりである。 z長野双郎 n隊内長英語警の官営とそ
の払下げJ(北海道大学 F経済学務究』第9努，
1955年〉。問「産業資本芸家JL期における北海道三五



1989. 9 j事U~繁期の北海滋炭喜重量生遂事素式会社 宮下 61 (205) 

関1 総 資 本利益率の緩移

(~ 
30 

25 

20 

15 

10 

5 

ふざl羽 9394釘 96 9719'8飢 5∞01位 03仇ぬ IO607出 09¥1 U I2誌
上下 1910 

北淡主義 21mー第51隠率直舎

者議場安〉 ωーャの総資本利益害容をま， 営業利益の平均払込み草壁主主(資本会，猛毒雪)fこヌせする比率さじ-.ーの利主主運転

は， 当草書刻畿の平均払込み資本にヌきするよとE容をmす

の鉄道業が関本・九州・山援の鉄道会社と

に間大鉄道会社の一つを形成し，

讃業権者別にみれば三井鉱山・

た財腿系の鉱山会社に次

とL、つ

であったことから，北採の兼営の実体を明らか

にし，経営の総体を具体化することをま，北炭研

究会進めてい〈うえで不可欠の課題であろう c

関 11主，北j災が三三井の傘下に吸収される1913

年までの総資本時議率の推移合示したものであ

るが， とこれによると創業以来， 1892年にかけて

利益率が馨しく低下し，その後上昇線をたどっ

ていることがわかる。試後 7年間，科益率は

15.0%前説の線で安定し. 1905年下期の急上昇

を緩て富次信減していることが明らかである。

つまり，本稿で対象にする北炭の創業期比総

資本利益率が安定する以前の期裁に該当すると

炭鉱業J(岡，第15主主工合59年〉。問中修 f院内炭

山，鉄道及び三三池炭IlJ払下げに関ずるー資料Jく北

海道地方史主将究会『ゴヒ泌滋地方史研究J第20号，
1956:fF)。間「明治初期北海遂における鉱山政策j

rr13ヱド資本定義と北海遊』北海道大学i滋幾刊行

会， 1986年〉。向 f機内炭砿鉄巡の官営と日と炭j

の成立.J(向上警〉。市販博

炭経営J仔一橋論議J第90巻第3号， 1983選手〉。
奥山発 f北海道史上に於げる北海道炭鉱汽船株式

(1) (2) (11北海道地方史研究J務2-¥ラ，1951
生存， 第3号， 1952年〉。

とになる。ま丸 1893年から97年にき怒る利益率

創業期における:ft箆の経営慕擦の議

しているといえよう。木請が，これま

で全く用いられることのなかっ

による分祈念主眼にし，斜業期，すなわち北裁

の特殊な性格が規定され，間社の経営基盤の

立をどみた1889(努治22)年から1897(翻治30)

年まで合対象にするのは，このためである O

第 1部では，関踏段府の鉄道政策との

ら:ft，炭の創立過程をとらえ直し，北炭が鉄道業

と石炭業を策繋する会社として創立するに玉ぎつ

及び1894(鴎浩27)年に経営方針が確立

するに護った事情念述べ，北t誌の設務'a:'関らか

にする。第2節では，北炭の経営設態を鉄滋部

と炭議蓄に分けて個別に検討して各部ごと

営の特設を明らかにし. 1892年にかけて経営が

惑化した事情，その後，経営状欝が好調に向か

つに溜財宝ピ粧占有ノMτとの兼合いの中で明らかに

する。鈴3節では，ゴと炭が法律上鉄道会社とし

て創立したことが北淡経営全体に及ぼ

資本構成の分析を灘じて現らかにしs さら

に，北炭が鉄滋業と石炭梁を事実上兼営してい

ることのもつ会社経営上の意義の解明が意図さ

れる。特に本節では北京が 650万円という
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の資本金を導入できた特殊日本的金融メカニズ

ムの実証に力点がおかれる。この点の実証は，

これまでの明治期の幹線鉄道会社の個別経営分

析に新たな一事例を加えることになろうの

1 r私設鉄道条例」による創立

(1) 創立当初の営業目的

北炭の創立は，明治初年から北海道施政に携

わり，開拓使幹事と Lて樺太在勤中にロシアの

南下政策， 1875年の樺太・千島交換条約締結を

経験し，国力の脆弱性を強く認識せざるをえな

かった道庁理事官(第二部長)掘基の構想めが

基盤になっていた。掘の構想は，北海道に豊富

な石炭資源があること，交通の便が「地拓ケ民

殖スノレ」手段であることに着目し， r是エ於テ

既設ノ鉄道ヲ延伸シ之レヲ各炭山ニ通ジーハ交

通ノ使ヲ開テ殖民ノ発暢ヲ促シーハ煤田ヲ開採

シテ物産ノ興起ヲ謀ラントシ主主ニ炭蹟鉄道会社

設立ノ最大必要ナルヲ感ゼリ」というように，

鉄道と炭蹟が相互に結び付いて北海道の拓殖に

4) r営業報告書」を用いた個別鉄道会社の研究とし
て，星野誉夫「日本鉄道会社と第十五国立銀行」
(1) 匂) (3) (Ii'武蔵大学儲集』第17巻2-6合併
号， 1970年，第四巻1号， 1971年，第四巻5・6
合併号， 1972年)， 東俊正「明治20年代における
九州鉄道会社の経営実態J(九州大学石炭研究資
料センター『エネルギー史研究』第13号，1984年〉

がある。
5)松下芳男『屯田兵制史Jl(五月書房， 1981年)119-

142頁， 162頁。樺太在勤後の堀基は，屯田事務局
長，共同運輸会社設立， 日本郵船会社理事などを
経て道庁第二部長を務め，道庁内では「赤レンガ
の主」と言われる程の実際の勢力をもっていた
G七海道総務部行政資料室編『開拓の群像』中巻，

北海道， 1969年， 158-162頁， 同編目七海道開拓
功労者関係資料集録』北海道， 1971年， 90-91頁〉。
掘のように，官職にありながら民間会社の重役を
歴任できたのは「官吏非職条例J(1887年太政官
達第3号)にもとづいていたからである。北炭創
立の際に掘は r本属直官」にあたる黒田に非職
を許可され，永山，湯地に会社設立の構想を諮っ
ている(堀基「第一陳述書J24頁〔藤野近昌編『堀
基君民業ニ関スノレ北海道拓殖史料Jl1918年J，Ii'北
炭五十年.史』第一次稿本「沿草」上巻， 1938年，

49頁〕。

貢献できるような会社を設立することであっ

たの。

あたかも， (1)1888年6月に日本鉄道会社が総

理大臣黒田清隆宛に北海道への鉄道延長を出願

したこと， (2)翌年2月に，幌内・幾春別鉄道の

運輸請負権，幌内炭の一手買受権を所有する北

有社社長村田提，副社長田中平八が，北海道庁

長官永山武四郎宛てに幌内・幾春別鉄道の払下

げを出願したこと，に刺激を受けた堀は，北有

社の出願に対して再考することを内諭すると，

その直後の同年3月に道庁を非職して自ら北炭

の創立に動きだすことになる九なぜなら，堀

の構想を実現するためには， 日本鉄道と北有社

の出願を黙認するわけにはいかなかったからで

ある。堀の構想は，結果的に黒田，永山，堀の

後任の道庁第二部長湯地定基ら薩摩藩閥たる政

策担当者に支持され，同時に実業界に通じる堀

の人脈が，北炭創立に向かう堀に有利な条件を

つくりだすことになる。すなわち， (1)の日本鉄

道の出願は，同社社長，副社長が北炭の発起人

に迎えられ，堀とは競合関係にならず汽 1889 

年 7月に政府から正式に願書が却下された。 (2)

の北有社の出願は，同社がかねてから冬期間，

幌内鉄道の札幌以東路線を運休していること，

会社の規模が狭陸なことのため，政府が拓殖に

適さないと判断し，出願を不許可にする動きを

示す一方，掘が巨額の示談金を北有社に示し

て，鉄道運輸請負権および幌内炭の一手買受権

を道庁に返還させると L、う示談を成立させたの

であった。

6)堀基「第二陳述書J23-24頁(前掲『堀基君民業
ニ関スノレ北海道拓殖史料Jl)。

7)掘が創立準備事務を起こすまでの経過に関して
は，田中，前掲書， 240-251頁参照。

8) r北海道炭讃鉄道会社創立期末書J35頁(前掲『堀
基君民業ニ関スノレ北海道拓殖史料Jl)。堀と日本鉄

道会社社長奈良原らは， r日本郵船の重役仲間と
いう関係J (中西健一『日本私有鉄道史研究』日
本評論新社， 1963年， 84頁)にあったので，恐ら
く日本鉄道が北海道への鉄道敷設を行なうより，
北炭を創立したほうが得策であるという双方の了
解があったものと考えられる。
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北有社が道庁に返還した上述の鉄道及び炭山

の請負営業権を今度は北炭が払下げ，払下げ物

件を基礎として 650万円の民資を募り，鉄道の

延長と炭山の開発を行ない，北海道拓殖を促進

させるというのが当初の堀の具体的な計画案で

あった。堀の計画案にもとづいて，北炭の創立

準備が進められ， 1889年 8月 3日の発起人会で

創立規約，定款が議定された。定款の第1条，

第 3条は次のとおりで，発起人はこの定款にも

とづいて 8月9日に政府に会社設立の許可を

申請したのであるの。

第 1条本会社ハ!院内幾春別空知夕張美兵

等ノ諸炭山ヨリ石炭ヲ採掘シ之ヲ内外各

地ニ販売シ併テ運炭ノ為メ鉄道ヲ敷設シ

貨物乗客等ヲモ運送スルヲ以テ営業トス

但将来ニ至リ営業収支ノ得失ヲ計較シ

テ漸次鉄道ヲ延伸シ且採炭事業ヲ拡張

シ又石炭ノ販売ニ当リ海運ニ要スル船

舶等ニ其供給ヲ扶グトキハ本会社直接

二之ヲ準備スル事アル可シ

第 3条 本会社ノ資本金総額ハ六百五拾万

円ニシテ内金五百万円ヲ鉄道部ノ資金ト

シ金百五拾万円ヲ炭頭部ノ資金トス

この段階までにみられる北炭の特徴は，同社が

幌内鉄道，幌内炭臓の払下げを基礎に，鉄道業

と石炭業を兼営する会社として計画されていた

ということにある。ところが，発起人の出願に

対して政府は，商法実施以前のため，創立願書

が「私設鉄道条例」の適用を受けるのみである

から，定款中に炭膿営業に関する事項を記載

する必要がないとし，定款の改正を求めてき

9)前掲「沿草」上巻， 50.頁。北炭の発起人は堀の
ほかに侯爵徳川義被，渋津栄一(第一国立銀行頭
取)，奈良原繁(白木鉄道会社社長)，小野義貞(同
社副社長)，森岡昌純(日本郵船会社社長)，吉川
泰二郎(同社副社長)，園田実徳〈同社支配人)，

原六郎(横浜正金銀行頭取)， 横浜紳商高島嘉右
衛門，田中平八(田中銀行頭取)，北村英一郎(北
有社副担長)， 下村広畝(同社役員)の12名で，
堀が創立委員長に選任されていた(前掲目ヒ炭五

十年史J]17-18頁〕。

た10)。北炭の創立が，法律上の手続きを経ると

いう具体的な日程にのぼった時に，政府の判断

で「私設鉄道条例」の適用を受けるに至ったこ

とは，単なる手続き上の問題にとどまるもので

はなく，実は鉄道政策の転換と結びついた，創

業期の北炭の特質を解明するための重要な論点

を構成しているものといえた。

明治中期までの政府の鉄道政策の基本は，鉄

道局長井上勝の考えに代表される「鉄道固有国

営の大綱」にあったといえる。 1881(明治14)

年に日本最初の私設鉄道会社， 日本鉄道会社が

創立し 2年後に開業したが，井上はそれにも

かかわらず終始一貫鉄道固有を論じセいた11)。

ところが， 1886年一1889年に第一次企業勃興，

鉄道熱が起こると，鉄道敷設を緊急課題とする

政府は， 1887 (明治20)年 5月に「私設鉄道条

例」を公布して，私設鉄道会社の設立を認め

るに至った。 さらに I帝国ノ中央ヲ貫通セシ

メ」る「中央貫通ノ鉄道」に対しては，松方正

義の発議にもとづいて，資本利子補給という形

で政府が配当保証を行なう方針をとることにし

た1九このように，明治20年代初めの政府中央

10)前掲「沿革」上巻， 86-87頁。公刊されている北
炭の社史では，北炭が当初から「私設鉄道条例」
にもとづいて創立したことが叙述され，政府の判
断で定款が改正されたことは，向上稿本の記録に
残されているにすぎない。

11)吉川賞二「明治初年における我国鉄道政策の動揺
とその推移J(W同志社商学』第2巻第2号， 1950 
年〉。鉄道省『日本鉄道史』上篇〔同， 1921年)
390-395頁， 550-602頁。

12)総理大臣伊藤博文から九州鉄道，山陽鉄道の創立
に関して照会を受けた鉄道局長井上勝は，幹線国
有の原則から私設鉄道会社の設立に反対してい
た。しかし松方が閣議提出資料において，仮に公
債を募集して政府が鉄道を敷設した場合，資金難
の明治政府にとって，種々の財政上の問題がある

ことを指摘したので，井上も早急な鉄道敷設のた
めには松方の主張を認めざるをえなかったと考え
られる (松方正義「九州鉄道特別保護ニ関スノレ意
見書J1887年3月18日〔大蔵省編『明治前期財政
経済史料集成』第1巻， '1962'9乙 538-540頁)，
富永祐治「明治二十年代の鉄道論議JC大阪商科
大学『経済学雑誌』第7巻第6号， 1940無心。し
かし，政府が私設鉄道会社の設立を認めたとはい
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の最大の鰐心は，斡鰻鉄道の敷設という点にあ 繭間の実誤s設計寮を提出'd-l全てし 堀も笠た

ったのであり， il;援の出績に対しても北諜遊へ

の鉄道敷設という点が総点になる。

鉄道熟語に30社以上の鉄道会社が鵡こり，

1892年度までに14社が関業したにもかかわら

ず，資本利子語絵が臼木鉄道以外には，山陽，

九州，北茨の 3鉄道会社のみに許可されたこと

は政府が幹線鉄道の敷設を重視していたこと

しているo UJ務，九州の各鉄、選会社への利

子補給は，荷鉄道会社が敷設する務繰が「中央

貫還ノ:幹韓jにj醸し， r致持特別ノ保護アレハ

異業起リ，否ラサレハ其業11:"ントスノレニ常リ

テハ為メニユ若手ノ保護ヲ与へl;I.テ卒業ヲ成サ

トスノレ芳む

ったからにほかならなし、13)。北淡への資本

利子権総もまた， r是迄私設鉄鷺ニ向テ補給〔資

本利子播絵一一引用者〕ノ特議ヲ与ヘラレタル

日本鉄道会社九州鼓選会社ハ之レ皆帝冨脊髄幹

線問家必袋ノモノタノレカ故ニ外ナラサルヘシ，

殊ぷiま壌又北海道炭讃鉄道会社に対シテ新ニ

絵ノ挙アリ，是警察ト額上とシ去リ更ユ~j襲ノコト

ナノレヘグ存セラレ絵〔……〕其純益不足ぷ対シ

テ補給ヲ下付セラレ可然裁j として認められて

いた100 北榔滋，殊に援護寄への鉄道敷設は

とって欝搭鐙以来の念願であったが，資金

難の明治設持に架現できたのは輯内鉄よ誌にすぎ

なかった。それ以蟻，初代道庁長官岩村議設は，

ぜ道苛技師に岩見沢・上Jff間，小樽・廼館関，室

・岩兎沢関の鉄道予定路線の実測にあたら

永出長官もまた1889年に道庁技部友成待に

北燦の新設鉄選路隷の基礎になったささ知太・

え， r私設鉄道条例Jの中には， r軍事的警警察的統

政府が25年後に鉄識者k質上げる機利を
持つという条項主主おかれていた(や抵

37-39J{， 重量恭彦『悶ヌド資本主義と滋有鉄道~ 58 
頁官隊恭彦著作集』鍍3考委，有斐閣， 1982年)，

大江志乃炎r日本の産業数命』岩波議}色 1980生存，
142-151頁〉。

13)前拡松方 F九郊鉄道特別保護ニ箆スノ1-慾見書」。
14)松方蕊義 rllr陽鉄道会社特別係議会ユ関スル意

見J1889年2月10日〈前掲 f明治前期財政緩淡史
料集成』第1巻， 555J更〕。

していたので∞，おそらく政

罵倒との調整を経たうえでのことであろうと推

関されるのであるが， 11月7自の発起人会で定

款は，次のように改恋されたのである問。

第 1条本会社ハ察関ヨ!J知太迄及悶線

路ヨ P駿シテ夕張世知ノ商炭Il!連;鉄道ヲ

設シ旦ツミド官幌内関及幾春別間鉄道ヲ設府

議 p払下ヶ運輸ノ業ヲ営ムモノトス

この改正によって，改正前の定款では明文化

されていなかった盤蘭への鉄道教設が，営察庭

的としてとりあげられることになった。道庁の

みならず，政府中央においてもまた北海道への

鉄道敷設が f吏ι主要」のものと判断されてい

た最大の理由は，松方の意見にみられるように

F北海滋之罷者皇室道北門之鎖鎗Jであったから

る1九波野にとって，宮シアを想定敵闘と

るさき時の悶策上，北海道開拓の強い認識が存

し京事上，お殖上，北海道への鉄道敷設が

緊急に必要とされていたのである。

このようにして，北炭の劉立?に企業勃興期

に「中央設滋ノ鉄道!な実現しようとする政府

15) li'窓競市史』上巻(同， 19必年う， 181…183J烹， 204叩

2i崎氏 289ω296瓦 305-3栂頁。問、機市史3復刻

1巻(1泳 1958洋)443叩 450.反。釘己決五十字
史J第一次積ヌド「輸送」上総 1938年， 105-123 
真。退庁技師波市太郎の報管室警によれば， r~悲ニ
空知，議蘭鉄道布役/誘起ジシヲ以テ該鉄遂ノ如

ツ起スニ蛍うわ、，空知，夕張関全煤悶ノ

調査ヲ遂ヶ然ル後線路ヲ定ムヘキノ必要」があっ

たため， 1888年秋に夕張炭山を発見したというよ

うに鉄道敷設の気運が潟まっていたことがうか

がえる(北海滋庁第2部地灘課 F北海道鉱床議査
執叫北海道， 1891魚 59-60J{， r~t炭j をか史資
料「坂市太郎氏自Jf伝J1937怒る 17-18頁〉。

16)前掲「沿建立J上毛色
17) a本鉄滋会社「鉄道線路北海道ニ布設ノ義ニ付綴

議」に対ずる松方1E畿の滋見， 188器等 7月10日

(回中， 前議警察， 242-243J{)。当時の北海道は，
滋庁長官永山の昔十函したよJII離宮御料地が具体化
されつつあり，泡間兵の大獄張言十闘が決定した演
であった(松下7'i努『明治箪格j史論i上巻，翁斐

閣， 1956魚 12総 303-343瓦問下巻， 26-35 
貰，北滋滋編『新北海道史3第4審会，同， 1973若手，

30-39:民 128-130王室〉。
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の鉄道政策と結びつくことにより，室蘭への鉄

道敷設を主眼とし，あわせて幌内鉄道の払下げ

を受け，運輸業を営む鉄道会社として法律的に

は創立し，石炭業の兼営については，別途出願

する形式がとられることになった同戸北炭が他

の鉄道会社と異なり，石炭業の兼営を許可され

たのは r人姻稀疎i砂延限リナキノ鹿野」に鉄

道が敷設されるため，一般の乗客貨物の輸送だ

けでは鉄道経営が成立しがたいという，まさに

開拓地北海道の鉄道会社という要因にもとづく

ものであった問。北炭の創立が明確になった11

月 7日の翌日，発起人が定款を「改正定款Jに

「引替」たので，創立事務は改正定款にもとづ

いて遡って行なわれ，閣議後の11月18日に，総

理大臣三条実美が「創立免許状Jr鉄道運輸営

業免許状」を下付し，命令を受けた永山長官が

「鉄道資本利子補給命令書Jr炭山および鉄道払

下命令書」を下付し，ここに北炭が創立した問。

18)北炭が定款を改正することになる 8月から11月に

かけての政府中央の判断を示すと， (1)鉄道局長井

上勝の答申では，北炭が石炭業を兼蛍するのであ

っても私設鉄道会社に下付する免許状で会社を創

立することに差しっかえがないとされていたし，

(2)総理大臣三条実美の閣議提出資料では r今般

出願ニ係ル室蘭鉄道ハ石炭輸出上最使利ノ;地勢ヲ

占ムルヲ以テ，同鉄道落成ノ上ハ幌内幾春別両炭

坑並鉄道営業トモ頓ニ困難ヲ招クヘキハ必然ナ

リ〔・…・〕就テハ同会社鉄道布設ヲ許可セラル L

ニ至ラハ併セテ右払下ヲモ許可セラレ度」という

ように，払下げが室蘭鉄道の敷設に対して付随的

に扱われていた。また，後の1892年に，内務大臣

松方正義は，田中正造の質問に対して，北炭に腕

内鉄道，幌内炭磁を払下げたのは「新旧鉄道ヲー

ニスルトキハ基制ヲ一定ナラシメ運輸上諸般ニ便

ナルト官費ヲ要セスシテ既設鉄道ヲ改良シ得ルト

ニ由ル」ことを明らかにしている(田中，前掲書，

255-257頁， 260-262頁， w帝国議会衆議院議事速

記録4 (第3議会〕東京大学出版会， 1979名
162-170頁， 5ゆ7-600頁)0

19) r北海道炭磁鉄道会社創設ノ儀上請J，r炭燐営業

の義願J(前掲「沿卒」上巻， 104-105頁， 126-130 

頁〉。

2ω 前掲『重役附会社創立日記~ 16頁。改正定款にも
とづいて変更されることになった北炭創立にかか

わる各書類は， r 8月9日Jの日付のまま，実際に

は11月8日に提出されるとし、う操作が行なわれた

(前掲「沿革」上巻 103-130頁〉。

北炭が政府から特許された各事項のうち，会

社経営にかかわる重要事項は，次の諸点であっ

た21)。

1 会社創設の件一一総理大臣免許「創立

免許状」

2 鉄道敷設，運輸営業の件一一同「鉄道

運輸営業免許状」

1) r室蘭港ヨリ空知太ニ達スノレ鉄道及

同線路ヨ!リ岐シテタ張炭蹟空知炭礎ニ

達スノレ両支線鉄道ヲ布設シ前記鉄道井

北海道炭蹟鉄道会社発起人カ政府ヨリ

払下ヲ受Yレ手宮幌内聞及幌内太郁春別

間鉄道運輸ノ業ヲ営ムコトヲ免許」

2) 鉄道用地に対する国税免除

3) 免許状下付の日より満3ヶ年以内に

鉄道敷設工事を竣工

3 鉄道資本利子補給の件一一内閣主務大

臣の指揮により北海道庁長官許可及命令

「鉄道資本利子補給命令書」

1) 新設鉄道資本 500万円に対して「毎

工区鉄道敷設工事竣成迄ハ株金払込額

ニ対シ其払込翌月'ヨリ起算シテ政府ヨ

リ一ヶ年五朱ノ割合ヲ以テ利子ヲ補給

シ毎工区運輸開業後八ヶ年間ハ純益金

(明治二十年勅令第十二号私設鉄道条

例第三十三条第二項)ノ出納勘定ニ拠

y算出スノレモノノ一ヶ年五朱ニ達セサ

ルトキハ資本額ノ五朱迄ヲ極度トシ政

府ヨリ其不足額ヲ補給スヘシJ(第1

条)22) 

2) 正副社長及理事は利子補給期間中，

道庁長官の任免による(第2条)

3) 北海道農産物は規定運賃の半額と

21)各書類の全文は，前掲『北炭五十年史~ 22-26頁
参照。

22)利子補給を各区ごとに計算する意義は，たとえば

5分の利益を計上できない薄利の区聞が必ず補助

によって 5分になり 5分以上の利益を計上でき

た区間の場合は，それだけ会社の利益になるとい

うことにあった(土方成美『我国国民経済と財政』

日本評論社， 1926年， 320-321頁〕。
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し北海道移民及其携帯せる日紫必響

品は無賃とする(第3条)

4) I鉄道事議二二属ス/レ繁ヌド収益ノ

ト炭機事業ニ蟻スノレ資本収載ノ会計ト

ハ判鍛之ヲ露~Ijシ彼是相混関スヘカラ

スJ (第7条)

5) I其社ニ於テ第二条以下ノ命令

シタノレ所為アノレトキハ第一条ユ

/レ純子祷給ヲ受グルノ権利ヲ失フヘ

シJ(第10条)

4 炭山及鉄滋払下げの件一一間「炭rlIお

よび鉄道払下命令書J

1) 手営髄内問及幌内太幾春別問鉄選弁

所講物件は 247，950円，腕内炭山野難

物件は 104，368凡合計352，318院を

払下げ総額とし， 64， 519Fi:a: 3ヶ月以

内に，残金287，799丹念命令下付の月よ

り満10ヶ年裁にして上納〈第 1条〉宮約

2) 北海道農産物は命令下付の日より 10

ヶ年間規定運賃の半額とし，北海道移

民及其携帯せる日常必需品は無震と

る〈第S

ここに芝公されるように，法律上鉄道会社とし

て鐸立し新設鉄道資本に利子補給が特許され

た北炭の 閥的が，免許状下付の日

から瀦3ヶ年以内，つまり 1892年11月18日まで

に室欝への鉄道敷設工事を竣工することにおか

れたことが明らかである。また，鉄道資本利子

補給命令によって北炭は，

資本金底分，出数計算，

-理事の任

農産物・

半額・無愛鶏送など煩雑な規認によって

経営上の拘束を受けることになった24)。このこ

とは，北炭が会社経営にかかわる重要事項に爵

23) 64，519円という金額は， 運輸滋多発言寄負ゃに村聞が
行なった幾著予測線の補足工事革委53，400丹.手渡第

一陸送!ia劉工費11，119好奇〉合計額マ，北炭が上総
の上，道庁から村田へ支払われる分であるく前掲

「輸送」上完全ち， 100頁，官庁掲「沿革」ーと73ゑ141頁)。
24)煩雑な経理を遊庁の監督下で行なわなければなら

なかった北炭は，そのため， 90年11月に小梅から

札幌へ本社を移転している(~北淡五十年史』第
一次稿本「制度J1937犠 3

しては，全額的に政府の監替，命令下におかまt，

当主的に会社経営を行なえなかったこと，すな

わち，あたかも政府の鉄璃建設資金安調達する

「資金供給会社J的な性格を令していたことを

意味するのであった2九立政が資本主義企業で

ありながら，政月守の監督，命令下におかれた級

として会社経営の自主肢を喪失していた現出

は， (1)財政難のために政府が官設鉄璃をど敷設で

きなかったこと， (2)吾額の資本金の払込みを確

実にするために北炭が政府の思惑保誌を必要に

したこと， この 2要閣が政府の資本利子宇宙給制

変に結びつくことによって，初めて，莫大な資

金を必要にする鉄道敷設合実現できるからであ

った。

その様，官選によって摺が社長に i灘間実徳、

が理事に上任し，役員の選任，払下げを受けた

鉄道，炭rlIの北有社，知監妻家事事からの引

~\誤強権の譲り受i士鉄道敷設工事・

への道庁技離の鋳導監督許可院内主党rlIへの悶

徒借受許可などの開業準備さ討緩て，すでに株式

募集を終了していた北炭は 1889(明治22)年12

月11日にいよいよ構築したのである 26)。

(2) 経営方針の確立

1892年11月設で、に室言語・空知太間および夕

張含型知商炭μ11校嬢鉄道を5題視しなけれ認なら

25) r資金供給会社」というのは，政府の

想をもとに，京都・

目的に創主主した関綴鉄道会社の等合~があった。間
社は，資本議義が米発主義な当特において，会社制

度だけが允行ずることになち，資金調主義を行なえ

ず， 創立後2若手で解数している (王宮JII寅二「我

関西鉄道会社，JC~同志役務学J 第
2~袋線 1 号， 1950年L 星野滋夫「努治初年の私

(1) (2) (!i'武蔵大宅評論集i
第2患者警務 1.¥ラ， 1981若手，第5・5合併号， 1982若手乃。
北炭の場合，鉄道資本利子補給命令にもとづく綴
々の監努，命令の下，次節以降で紛らかiこするよ

うに，政府の続三当保証が「衛力な誘い7)(Jの役部

舎と:祭たすことによって創業宅資本金を調途しそれ

によって政府が念願にしてL

きたという意味において，明治初年に挫折した

「資金供給会むとしての側強会見いだすことが
できょうo

26)前掲稿*r沿本J.1:巻， 142-161賞。
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なかった北炭では，鉄道の全通を間近に控えた

同年3月に堀基社長辞任問題が起こり，この事

件を発端として井上角五郎の重役就任， 1"鉄道

資本利子補給命令書」第2条の改正といった事

態が生じ，北炭経営は新たな局面を迎えること

になった。

堀基社長辞任問題というのは，路線を変更し

て鉄道工事を進めた北炭が， 92年 2月に「鉄道

路線変更願」を内務大臣宛に提出したことに対

して，事前に許可，手続きを経なかったことを

不当とした道庁が，北炭の専断行為を上申し，

掘を罷免した事件である2九路線変更とは，北

炭が道庁技師の指揮監督の下，新設鉄道の終点

空知太駅を空知炭積の開発上，空知川を渡らず

に2マイルばかり短縮したことと，竣工期限が

切迫したために，夕張炭山岐線を予定路線から

やや迂回して16マイル延長したことを指す。こ

の路線変更そのものは，鉄道庁の実情調査の結

果からも，やむを得ない変更であったことが報

告され， 1"鉄道線路変更願Jは9月に認可され

た2%それにもかかわらず，堀が罷免された背

景には，薩摩藩闘による政治支配が終震を迎え

るなかで，依然として要路の大官，諸会社の有

力人を薩摩人が占めていた北海道行政に対し

て，政府中央が，薩摩藩閥の一掃を企図してい

たとし、う事情があった問。殊に北炭が，元「赤

2の『北炭七十年史』第一次稿本「縦観編」上巻， 1958 

年， 67頁。北海道炭磁鉄道会社「第5回報告J(以
下， 北炭第O回報告と略称する〕。 この問題に対
する堀の陳述に関しては，前掲，堀基「第一陳述

書Jr第二陳述書J，竜門社編『渋沢栄一伝記資料』
第8巻(同， 1956年)678-683頁参照。

28)前掲「輸送」上巻， 144頁 151-152頁。北炭第6
回報告。

29) 1890年7月の道庁官制の改正によって，道庁はこ
れまでの他府県より機構，宮等上の位置が高く，
道庁長官が内閣総理大臣に直属していた「独立の
位置」から内務省の統轄下に組み込まれることに
なったのである (前掲『新北海道史』第4巻，
8-9頁， 39-40頁， 58-60頁〕。井黒弥太郎『黒田清
隆Jl(吉川l弘文館， 1975年.)254-258頁，河野常吉
『物語北海道史一明治時代編一Jl(北海道出版企画
センター， 1978年.)160-168頁， 安井達弥「落閥
支配の変容一伊藤博文の場合一J(篠原， 三谷編
『近代日本の政治指導政治家研究IIJI.東京大学
出版会， 1965年)参照。

レンガの主」掘を筆頭に薩摩派の本拠に目され

ていたため30) 政府は，鉄道資本利子補給命令

によって政府の監督，命令下におかれていた北

炭から掘の影響力を消失させようとし，路線変

更がその口実に利用されたと考えられるのであ

る。堀の後任には， 1"長州派に親善」な高島嘉

右衛門が官選によって社長に上任1...-31
)，辞任問

題によって株価が暴落した株式を雨宮敬二郎が

買占め，重役に就任することになった加。前掲

図 1の総資本利益率の低下に明らかなように，

この頃の北炭が経営不信に陥っていたことか

ら，政府や雨宮は，松方正義，福沢諭吉を通じ

て井上角五郎を実質的な北炭経営者として重役

に迎えることにしたね〉。

他方，北炭の株主の聞から，社長の官選を改

め，会社の自治を求める動きが生じ'たので，政

府は旧商法公布を機会に， 1893年 3月， 1"鉄道資

本利子補給命令書」第2条を重役公選制に改正

し，株主が役員を公選し，道庁長官が認可する

ことにした刊。重役公選制という制度によっ

て，全面的とはいえないまでも，株主の自治が

3ω 近藤吉雄編『井上角五郎先生伝JlC非売品， 1943年〉
216-217頁。大西理平編『福沢桃介翁伝Jl(非売品，

1939年)116頁。
31)前掲『福沢桃介翁伝Jl116頁-119頁。北炭第6回報

告。北炭は経営不振のため， 91年上期に約30名，
翌年上期に約60名の社員を解雇した臼じ炭第4回，
第6回報告)。

32)雨宮敬二郎『奪闘吐血録Jl129-134頁(野田他編
『明治期鉄道史資料』第2集第8巻， 日本経済評
論社， 1982年〉。生形要『相場師』日経新書， 1983
年， 87頁。 1894年現在の北炭の大株主は，宮内省
内蔵頭10，000株，次いで雨宮の 8，970株であった
(伊牟田敏充『明治期株式会社分析序説』法政大
学出版局， 1976年， 85頁占。

33)井上は.大同団結運動に「後藤の四天王」の 1人

として参加し，第1回帝国議会以来連続14回当選
の衆議院議員で，衆議院における「三舌」にあげ
られる雄弁な政治家であった(石田幸成「井上角
五郎論序説JCW北海道地方史研究』第:34号， 1959 
年J)。松方の推薦が有力だったのは，第二回第三
回帝国議会で松方が提出した予算案に対し，民党
の猛烈な反対があったにもかかわらず，井上が押
し切って遂に予算の成立に導いたからだという
(前掲『井上角五郎先生伝Jl214-219頁〕。

340北炭第7回幸艮告。
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認められたのは，資本潤子祷結念特許されてい

た北畏が，すでに新設鉄道を全過し，その龍命

していたからといえよう。以韓，北炭で

は， 4)きにこれまでの官舟流の業務機構を解

体 Lて議役が会社実務に援することができる営

業本位の組織に職制を改正し35)， 5 J.J 

より，社長に高島，理事に芥上，閏回，北

村が選定されて道IT長官の認可を受け，井上が

会社の実権を掻ることになったZ九さらに 7

月の会社法の実施にもとづく定款の全文改正が

仔なわれ，定款の鰐 1条が

本会社ハ室欝空知太及隠線路ヨヲ絞シテ

夕張空知商炭!11'ニヨミノレ間並ニ手官幌内太!鵠

及韓両った滋 F岐シテ線的郁春別岡炭111ニ翠

ノレ間ニ鉄道ヅ布設シ以テ運輸ノ繋ヲ営ミ本

ノ各炭山ヲ掠搬シ併セテ之ヲ運搬

シ売謝ノ業ヲ営ムモノトス

というように改正され，炭覇業の兼営が初あて

されることになったれ〉。このようにして，

北炭札未だ鉄道資本利子議絵命令にもとづく

政府の監督，命令に拘束され・ていたとはいえ，

新たな経営方針を確立する体揺を整えることに

なった0383

35)前掲「制度J109-110J'{。
36)北炭第S留孝義念。北炭の創業資本金の払込みに尽

カしまこ渋沢は， 1立役の選法方法曹株会.が一変した

ことに不満をもら，務殺した(前掲 F渋沢栄一伝

記資料』第8巻， 722-723J'{)。
3わ前掲「制度J5-6J変。
38)会祉の災援を担った井上と井上の護金援に深く関わ

っていた補乱松方，後藤象ニ直r~らがいずれも製
鉄革委の確立た猿迭していたことは，のちの北淡の

と考えられるむなぜな

ら， 1892年?と，松方，雨15加工製鉄所設立の相続

惑と減給し，農商務大医後慈は，製鉄所民殺の窓見

を93俸に閣議擬上おしていた。タ干上もまた北淡入社

り，す
、たの

で忘る。チドよの言十闘は，北立売が鉄遊関有化後に臼

木製鉄所，給関製鉄所を設IL‘することによ与実現

したのであったく綴透過夫『日本鉄鋼業撃の発展』

〔東洋経済新報払1964年)406句 408支， 前掲『奪

闘P上段録~ 168-169貰， 現代ぬ本主主業発途史研究

会主鉄鏑瓦同研究会，1965竿〕初見北海道綴 f開
拓につくした人びと 5 のびゆく北海道j上巻

井上角五揺は， 1894年 5月の株式盤会の

上，今後の北炭の経営方針として次の 8項目を

顎らかにした39)。

1) 各炭山殊に夕張炭Jllの主主張

2) 穣経的な九州炭と

3) 落事雨，軌篠，橋議の改良による鉄道論

送力の増進

4) 各長山の坑口と鉄道認の改良

部 殊に夕張炭Jllへの線路の改良

6) 小縛，霊欝開識の桟機，愛子炭場の専有

7) 石炭輸送のための国務繋の経営

8) 掻々の付帯事業の兼営

この経営方針比これまで、政府の監脅，命令下

において，新設鉄道の敷設な最重要の営業目的

にしてきた北炭が，夕張炭Jllの拡張，訳出から

小樽，蜜鞠両謹までの輸送体制の完備，

な石炭版予言，鉄道輸総力の増進，

業の策営をめぎすという会託経営の自

ものであった。芥上の就任に前後して実施さ

れた職制の改札者炭の委託駿売を会社自営に

改める発炭組織の改正，鉱夫総長舗の廃止は，あ

わぜて北炭が，経営の省主性を環境したものと

みることがマきょう。北炭が創立当時，関鯨か

ら根2さまでの鉄道敷設の議怠を有していた鉄道

会社であるにもかかわらず，井上の方針に鉄道

延長の件が欠落しているのは， 1892 (明治25)

6J.Jに鉄道官設の方針を定めた「鉄道敷設法j

が公布さ ら勺ある。同法では北海遊の

鉄道が削除されていたため，北炭は袈年 1月に

-上)f!問鉄道線路予測之義ニ付願Jを

道庁長官へ提出していたが， 1896 (跨治29)

〔問，1967年)， Jr北淡五十年史5第一次稿凍「副議室
及約常務言語J1938金子， 祭主2霊安稔簡製鉄所1
高島， jl阿波，問中王子入の先代田中平八〈糸平〉は，

もともと明治初年の横浜商人仲間で，絞らと弁上

ii，財閥系のヨ弁派，三淡派，渋沢が結集した

「総門松j一派とは兵な{) r;株式商人の一派Jvこ
震し r絡言すれば，松方派の投機機関といった

らよいだろうかJ~ニ位鷺づけられていた
『自叙主主犯語学翁伝;Ji(間， 1939年)95瓦
郎『努治政治史H弘文也 1950空約十93頁〉。

39)前掲子弁上角五郎先生伝 227-228賞。
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年 5月に「北海道鉄道敷設法」が公布され，北

炭が鉄道延長を行うことが不可能になったので

ある 40)。また，井上が夕張炭山の拡張を重視し

たのは， 1893年末頃から翌年 3月頃に行なわれ

た用途調査の結果，夕張炭の評判がよかったこ

と，例年5月に室蘭港が特別輸出港に指定さ

れ，石炭の海外輸出が許可されたことによると

思われる4九北炭が1894年5月に職制上初めて

東京支社に船舶係を設置し， 96年2月の臨時株

主総会で「但石炭運搬ニ使用スル船舶ノ其途次

ニ限リ併セテ回漕ノ業ヲ営ムモノトス」という

但書を定款第 1条に追加する定款改正を行な

い山，回漕業の兼営を開始した理由について

は，次節で触れる。片野一郎氏によれば，旧商

法の公布，実施は，これまでの「政府の管理型

配当宣言財務諸表制度」を「会社の自治分配可

能利益財務諸表制度」へ転換させ，このことが，

日本の会計制度発達史上 I政府の「殖産興業

政策」にもとづく産業開発への補助と干渉の時

代から，民間の自由競争による企業経営の自主

と独立採算の時代への移行を特徴づける現象」

としてとらえることができるという叫〉。北炭が

経営の自主性を完全に実現するのは，後述のよ

うに鉄道資本利子補給命令が廃止された 1897

(明治30)年4月以降のことになるが，本稿で

考察の対象にした同年6月末日までの聞に，井

上の経営方針がどの程度実現できたかは，次節

以下に示すとおりである。

2 創業期の経営内容

法律的には鉄道会社として，事実上は石炭業

を兼営する会社として創立した北炭は，鉄道資

本利子補給命令によって，資本金を表1のよう

表 1 資本区分表 (万円)

じよ1
資本金 宇土 f責

第12設鉄道事2区農道議室長裏炭磯部合計 既鉄道部成 炭破部 合計

1 1890.6 115 45 35 195 

2 12 215 55 55 325 

3 91. 9 240 110 70 97 507 

4 92.3 285 110 75 115 585 

5 9 md「 一k一寸J;警γ告一75-q吉郎

650 

6 93.3 353~ 110 ¥0.!L-37 - --"150 650 50 50 

7 9 390------ 110 0 150 650 90 90 

8 94.3 390 110 。 150 650 90 90 

9 9 390 110 。 150 650 90 80 170 

10 95.3 390 110 。 150 650 110 80 190 

11 9 390 110 O 150 650 109 80 189 

12 12 390 110 。 150 650 lO8 80 188 

13 96.6 390 110 2 37 150 689 107 80 187 

14 12 390 110 29 40 150 719 106 80 186 

15 97.6 390 110 44 40 190 774 104 80 184 

資料)北炭第 2回 第16回報告

註)① ( )内の数字は振替分

② 既成鉄道部社債は. 95年下期以降，毎年 1万円または 2万円の償還を行なっている

40)前掲「輸送」上巻.155-160頁。鉄道省『日本鉄
道史』中篇(同.1921年)67-76頁。「鉄道敷設法」
に先だって政府から議会に提出された「鉄道公債
法J1""私設鉄道買収法案」は，鉄道国有化問題の
最初の現われであった(中西，前掲書.90-98頁，
島，前掲書.59-84頁〉。

41)前掲『井上角五郎先生伝Jl225-226頁。前掲『室
蘭市史』上巻.389-392頁， 419頁。

42)北炭第14回報告。
43)片野一郎『日本財務諸表制度の展開Jl(同文館，

1968年)109-124頁。
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表 2 各 期 末 資 産現在高

(千円未満四捨五入， %) 

ぶu竺l当座資 産棚時 一一1(鉄道部炭積部) 固定資産計|壁画|総資産計

1 1890. 6 1，163 81 1，245(53.9) 665(100J 383[100J 1，048(45.3) 18 2，311 (100 .0) 

2 12 1，713 123 1，836(48.2) l，428[215J 525(137J 1，954(51.3) 17 3，807(100.0) 

3 91. 9 1，476 382 1，858(32.8) 2，932[441] 853C223J 3，785(66.9) 16 5，660000.0) 

4 92. 3 873 521 1，394(20.7) 4，314[649J l，024[267J 5，338(79.1) 15 6，747000.0) 

5 9 847 757 1，604(21.5) 4，787[720J l，058[276J 5，845(78.3) 14 7，463000.0) 

6 93. 3 50!) 895 1，400(18.3) 5，032 [757J 1，186 [31OJ 6，219 (81. 5) 13 7，632000.0) 

7 9 960 950 1，910(23.1) 5，085[765J l，278[334J 6，363(76.8) 12 8，285000.0) 

8 94. 3 991 712 1，703(15.1) 6，309(100J 3，245(100J 9，554(84.9) -11 11，257(100.0) 

9 9 1，449 602 2，051(17.2) 6，465(102J 3，427(106J 9，890(82.8) -11 11，942(100.0) 

10 95. 3 1，246 772 2，018(16.6) 6，582 (104J 3，532 [109J 10，114(83.4) 12，133000.0) 

11 9 1，159 842 2，001 (16，3) 6，674(106J 3，622 C112J 10，296(83.7) 一 12，297(100.0)

12 12 903 775 1，678(13.9) 6，715(106J 3，697[114J 10，412(86.1) -11 12，090(100.0) 

13 96. 6 1，686 648 2，334(18.1) 6，770[107J 3，790C117J 10，561(81.9) -11 12，896(100.0) 

14 12 1，304 922 2，227(17.1) 6，879(109J 3，907[120J 10，786(82.9) 

15 97. 6 1，399 961 2，360(17.1) 7，136[113J 4，302(133J 11，438(82.9) 一 13，798000.0)

資料)北炭第 2回一第 8回報告「総勘定表J，第 9回一第16回報告「貸借対照表j

註)① 各科目の内訳:当座資金=現金，預金，未収入金，外国送金，仮出金， 受取手形，有価証券，手
宮工場，東京支社，室蘭・岩見沢各出張所， 幌内・幾春別・空知・夕
張各採炭所，下受人，採炭資金

棚卸資産=貯蔵物品，石炭，仮受物品，炭山貯蔵物品
繰延資産=創業費
鉄道部固定資産=1~7 期は既成鉄道興業費，新設鉄道建設費， 室蘭延長線建設

費， 8 ~15期は線路，車両
炭磁部固定資産=1~7 期は炭磁起業費， 8 ~15期は炭山，貯炭場地所建物，船舶

② [ J内は指数

に資本区分することが義務づけられていた。資

本区分は， 1"単に資本の一般的運用状態を意味

するものに非ずして，政府の資本利子補給の特

典に対する義務として行われたる特殊の資金整

理」を意味したので，資本利子補給の対象にな

る新設鉄道部資本 500万円が厳密に区分されて

いたのである叫。増資分124万円は， (1)18明年5

月の株主総会で，室蘭駅から室蘭港市街地まで

の室蘭延長線建設費40万円，既成鉄道部社債の

償還分110万円の合計150万円， (2)翌年7月の株

主総会で，炭臓部社債償還80万円，炭蹟部起業

費100万円，汽船購入費220万円の合計400万円

44) ~北炭五十年史』第一次稿本「資本J 1937年， 26-
27頁。

あわせて550万円の増資決議のうち，払込まれた

分である。社債は， (1)1892年10月の臨時株主総

会で，既成鉄道部社債として同年度に50万円，

翌年度に40万円，翌々年度に20万円の合計 110

万円， (2)94年 5月の株主総会で，炭山拡張ならび

に船舶購入を目的にする炭蹟部社債180万円(同

年度は80万円)，あわせて190万円の募集分であ

る。これらの増資，社債決議は45〉，既成鉄道部

社債，、社債償還を除き，経営方針の確立後に行

なわれたものである。

鉄道業と石炭業を兼営する北炭は，いずれも

固定資産投資に多額の資本を必要にした。表2

の各期末資産現在高をみると， 1890年度を除い

45)北炭第7回，第10回，第12回，第15間報告。
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の流動資藤の都合が銭期に比べて高いのは，当

座資産に新設鉄道の敷設に必擦な車両，

車輪，議議議，器具などを外霞へ注文した外留

まれていたためである括〉。鉄護部国定

1893年 9Ji末日現在で508.5

万円，翌年3月末日現夜の 630.9万円から97年

6月米日現在の713.6万円へと82.7万持増加し，

合計でおよそ 591.2万円，炭磯部固定資産への

1893年 9月末日現在で 127.8万河，

3月末臼暖在の 324.5万円から97年 6月

日援在の430.2万円へと105.7万円増加し，

でおよそ 233.5万円いであっ

敷設な行なうこと

室欝への鉄道

詩的であ

った北炭では，鉄道部留定資産への投資が多く

きど占めていたことが明らかである。その後，

1894'年に怒って経営方針が確立した北炭で、は，

炭山の拡張もまた鉄道改良工事と並んで議設さ

れたため，それ以降の鉄道部と炭頭部の闘定資

それぞれほぼ需程度の増加率を訴した。

以下，鉄道部と炭礎部に分けて，各部ごとの

本投下の具体誌な内容，営業状態仰を明らかに

しよう o

46)北炭では，鉄退。用レーノレ， ~付属品をイヂリヘ ド、

イツから， Z客室事，食事会アメリフちから輸入してい
る。 1890年波<7)外患送金現在高は上綴42.6万円，
下期57.8万円であった りヒ炭第1間報告， おと燦

五十年史J第一次積水「探議rf"考書， 1938伝 25吋

28]ま〉。
47)後述の註92)でことわっているように， ~己主建築 9

関報告で商法?ともとづく財療評価が行なわれ，国

鐙資産の数{践が連続しない。
48)本橋で対象にした期聞における営業純益から算出

した資本利益率と，当期利益から多李総した資本利
主主率は，間じ傾向きと示しているうえ〈前掲図1)，

営業状態を分析するよで営業外収主主の数値を考察
の対象主こする程， 同数字の影響力はないと思われ

ることから，以下ではもっぱら営業収支の動向を

震予察の対象にナ~。なお苦言紫外収支のうち「本社
葬妻都合Jとし、う勘定さ震設は，本社，
る俸給，綴消品費，雑緩などの費用~本社費の科
目でーゑ支出し，決算の際に各部淡水額に応じて

負担している費F惑をいう (北炭務2践報告ふ

(1) 鉄道寵叫

〈己 資本投下の

鉄道建設費の内訳は，表3のとおりで，

鉄道へ473.3万p:j，既成鉄道へ110.9万田，

延長線へ 15.3万円，合計599.4万円の資本投下

が行われた。

ゴと炭は，炭山開

関係から第llR緩の設工予定期日を1892年

10Ji ，第立区線を91年 8Jiとして北海道庁長官

へ届出た。第1思議関線比議罷・岩見訳閥幹

線および夕張炭r.L!1妓綾，第2区空知線は岩見

沢・告知太閥幹線および歌志向炭山岐線である

2)。これらの新設鉄道の誤奈抗既述のよ

うにすでに道庁技師によって行なわれていたの

で，北炭比創立後すぐに道lT投舗の監督の

資材の調達，本格的な測量に護手することがで

きた。鉄道工事出演謁に瀧み，第2夜空知線の

うち，岩見訳・砂)rl閥幹総約22マイノレ，砂Jfi.

歌志内時総線約8マイノレが1891=4'-7 Ji 5日

通し，問日営業を開始した。砂JfI.空知太関幹

線約22マイノしは，

月 1日に開通

らに，第 1

より学年連れの，潔空手2

した。き

うち，室蘭・塘見沢艶幹

線約83マイル'が 8月 1尽に露連し，追分・

間岐線約26マイルが11月1Rに開還して，

した。北炭は， 92年11月までに新設鉄

しなければならなかったため，鉄道建

473.2 万丹のうち1890~92年度に86.3

%が集中していた。

内訳から シ
}

しては，関銘地で、の鉄道敷設のため

語会が多く，全体の30.8%を占めていること 50九

49) 絡にことわちがない限り，鉄道惑の警をみ投下の7~
体的事笑及び営業状況に関する叙述札北炭然1

回一第16fm報告，前橋「験送」上，下巻，前掲[i'~t
によるものとする。

50) r工務は先づ沿線の伐木より絡めた。千予言の滋木

2， 3:2ド位づっ立ってお
る。それな伐綴し根掘りして片付ける。これだけ

は内地の仕事よち余計な往事であ」ったことや，
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図2 鉄道固有当時の北海道炭礎鉄道社有鉄道(総延長206哩(331，516km)) 

岩見沢一空知太 24哩余
砂川ー歌志内 8 
手宮幌内 55
幌内太幾春別 4 
室蘭ー岩見沢 86
追分夕張 26

一 本 線
・支線

。旭川

資料〉富士製鉄株式会社室蘭製鉄所『室蘭製鉄所五十年史jJ1958年， 38頁
註〉創業当時の室蘭線の起点は，図の輸西駅が室蘭駅であったD 北炭は

1897年に室蘭延長線の工事を行ない，新停車場を室蘭駅と命名し，

従来の室蘭駅が，輸西釈と改称された

日本鉄道会社が興業費のうち用地費に3.0-6.0

Z程を費やしているのに対し，北炭では，道庁

から莫大な土地の無代価払下げ，貸下げがあっ

たこと，鉄道予定地が「未聞の地」のために買

上げに支障がないことから， 0.7%を占めている

「人夫等が未開地の無柳に堪え兼ね，一ヶ月位すれ

ば十人二十人と群をなして毎夜逃走する」ので

工事の請負業者が番人をつけて取締り，次第に

「監獄部屋」の名が広まったという事情に鉄道敷

設工事の困難さが示されている(鉄道建設業協会

F明治鉄道請負業史明治篇』同， 1967年， 148-
161頁〉。

にすぎないことがあげられる 5九新設鉄道の全

通後には，仮設の木橋及腿遣などの本建築工事，

停車場の増設工事，軌道の傾斜・屈曲部の規整

などの本格的修理改良工事が行なわれて，鉄道

が本格的に完成した。また，輸送力の増大をは

51)前掲星野論文， r日本鉄道会社と第十五回立銀行J。
1890年期から四年下期の間に北炭が道庁から官

有地払下げ，貸付け，無料使用許可を受けた土地

は約37万坪で，北炭が買入れた民有地約1.4万坪

の26倍にもあたった(北炭第2回一第7回報告)。

しかも; r鉄道運輸営業免許状」によって， これ

ら鉄道用地への国税が免除されていたのである。
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かるため，貨車数を増やし，牽引力の大きい大

型機関車の導入が行なわれたので，車両費への

投資額が際立つて多L、。当初予定されていた室

蘭市街までの路線は，室蘭港が軍港に指定され

ていたため52)工事が許可されず，北炭ではやむ

なく石炭輸送の必要上「エげ)トツケレツプJ(御

崎町，前掲図 2では，輪西駅と室蘭駅の聞に位

置する)に木造で 300トン級の汽船を横付けで、

きる石炭専用桟橋を建設し，港頭と輪西駅の聞

を馬車，昨船で接続して運輸を行なうこととし

た。

〔既成鉄道幌内線】既成鉄道の建設費内訳

は， 18θ7年上期末日現在で，①払下げによる資産

24同 8万円，②北有社から譲受けの資産33.5万円

(内20.0万円は村田への示談金)，③北炭施工分

52.6万円の合計 110.9万円からなり， 北炭施工

分は建設費全体の47.7%を占めるにすぎなかっ

た。払下げを受けた「手宮幌内間及幌内太幾春

別間鉄道井所属物件」の創業から払下げに至る

までの興業費は190.8万円(軌道113.2万円，車

両22.1万円，土地26.4万円，建物14.0万円，その

他15.2万円)で，北炭にはこれが24.8万円で払

下げられたのである 5九北炭は，払下げによっ

て所有することになった手宮工場で，もっぱら

機関車，車輔の組立および修繕，改造などを行

なうことができた。

政府が幌内鉄道の払下げを許可した理由の 1

つに r官費ヲ要セスシテ既成鉄道ヲ改良シ得

ルJ(松方正義の答弁書)点があったことは註

(18)に既述したが，既に北炭では，最も急を要

する工事費として27.3万円(軌鉄改良費15.7万

円J木橋改良費4.3万円，桟橋改良費1.0万円)， 

さらに，手官桟橋を将来鉄製に改築するなど，

その他の改良工事を含めて総額60万円近くの幌

内鉄道の工事費を見込んでいた。それゆえ北炭

では，払下げ当時，すでに耐重力に乏しく，敷

替えの必要に迫られていた軌条を交換するため

に，軌道費に16.5万円の資本投下を行なってい

52)松下，前掲『明治軍政史論』下巻， 200-20白頁。
53)田中，前掲書， 256頁。

る。そのほか，手宮桟橋の修築，停車場の増改

築・移転工事などが行なわれた。諸施設費 9.3 

万円のうち1.8万円は，列車を冬期間運転する

ための隠道への雪覆の枠や雪垣設置に用いられ

た54)。

〔室蘭延長線]室蘭糠の起点である室蘭停車

場から室蘭港市街地に至る同路線は，海軍省、が

青森県大湊に要港部をおき，室蘭の軍港予定地

を解除したため55)，1896年 2月に鉄道敷設が許

可されたものである。北炭は，室蘭延長線工事

のために増資した資本を投下して翌3月から鉄

道，海面埋立工事に着手し，室蘭市街までの鉄

道を約2マイル延長し，停車場，諸建物，仮桟

橋などの建築を行なった56)。営業開始日は，翌

年 8月1日で， この工事の完成によって， これ

までのエトツケレップ石炭積込桟橋が西風の強

風に妨げられて，特に冬期聞は休業することが

稀でなかったため，石炭積込みが容易になった

のである。

鉄道工事費の内訳からこのような各路線ごと

の資本投下の動向をみると，北炭創立後の 3年

聞は，文字通りの新設鉄道の敷設工事に主力が

注がれると同時に，幌内鉄道の改良工事が行な

われ，その後は室蘭延長線の敷設，諸施設の本

建築，鉄道輸送力の増進をはかるための資本投

下が行なわれていたといえる。

(ii) 営業概況

鉄道部の営業収支内訳が表4である。新設鉄

道は，北海道が未だ開拓途上にあるため，道外

の鉄道のように，乗客の運輸収入を見込めず，

物資輸送量にも限りがあることから運輸収入が

少なく，その上，路線の延長によって営業費が

54)明治期の北炭の鉄道工事の概略に関しては 11明
治工業史』鉄道編， 491-500頁も参照。

55)前掲『井上角五郎先生伝Jl226-227頁。谷村金次
郎編『室蘭地方人物風土記Jl(室蘭民報社，1961年〉
19頁。

56)北炭は室蘭港の海面埋立工事や小樽港の港湾工事
改築の必要上，井上馨の推薦により，元内務省土
木局長で大阪府知事としても港湾治水に経験が深
い西村捨三を1893年下期から97年上期まで社長に
迎えている(前掲， 11井上角五郎先生伝Jl225頁，
前掲「制度J203-204頁〉。
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表 4 鉄道部営業収支内訳表

(1) 新設鉄道 室蘭線・空知線の合計 (千円未満四捨五入)

X 収 入 | 営業 費 i営業

l乗(%)客 物普通(%貨〕 石(%)炭計 I線保存費路汽事費運 輸 費 総 係 費 利ω益

営業外収支 11 当期
雑収入I本社費割合I営業外(利A+益B) 

創業費償却利益(B)

1891上 181 31.0 18.1 50.8 20 14 3 3 O ム 2 6 3 3 1 

下 2725.5 25.6 48.8 25 12 5 7 1 2 5 6 ム 1 1 

92上 48 33.6 20.2 46.1 48 24 12 11 1 O 11 11 O 。
下 5236.8 27.8 35.1 72 28 20 22 2 ム20 5 20 ム15 ム35

93上 99 24.1 20.4 55.3 83 33 28 19 3 16 7 18 ム11 5 

下 7729.2 28.0 42.4 72 29 21 21 1 5 6 11 ム 5 。
94上 136 23.9 19.0 57.0 118 56 39 21 2 18 11 11 O 18 

下 11927.9 24.9 46.9 114 50 37 25 2 5 10 11 ム 1 4 

95上 180 21.9 18.7 59.4 141 68 48 23 2 39 8 10 ム 2 37 

下 10022.1 20.8 57.0 73 32 28 13 O 27 4 6 ム 2 25 

96上 159 25.9 26.7 47.3 128 55 46 26 1 31 8 11 ム 3 28 

下 24022.8 21.1 56.1 173 81 57 32 3 67 13 11 2 69 

97上 252 24.0 24.2 51.8 211 82 76 38 15 41 21 13 8 49 

(2) 既成鉄道腕内 線 (千円未満四捨五入)

運輸収入 営 業 費
営業利益

営業外収益
当期利益十

1乗(%客〉 物普通(%貨〕 石(%炭〉 言十 保存費費費費 凶 雑収入創業費償却・利益|本国合|開 (A+B) 
社債利子 (B)

1890上132(100) 20.9 27.3 43.1 68(100) 35 16 16 1 1 64(100) 11 8 3 67 

下171(130)25.4 34.0 40.5 80(114) 40 20 19 1 1 91 (144J 13 7 6 97 

91上258(130J 27.7 34.3 37.9 131(128J 53 47 30 1 1127(131] 6 7 ム 1 126 

下162(123)27.3 38.0 34.6 75(107) 26 21 25 3 1 87(139) 13 4 9 96 

92上189(143) 26.7 32.5 40.6 91(132) 29 35 25 2 1 98(153) 3 4 ム 1 97 

下134(102)25.5 41.1 33.0 67( 97) 22 16 25 4 1 67(106) 3 14 ム11 56 

93上168(127) 25.6 35.5 38.7 67( 97) 29 16 19 3 1101(158) 59 31 28 129 

下146(111)25.7 42.4 31.7 57( 84) 22 14 20 1 1 89(139) 2 30 ム28 61 

94上 183(139) 26.3 36.1 37.5 78(115) 33 23 19 3 1105(164) 18 30 ム12 93 

下160(121)27.3 42.7 29.8 82(121) 27 29 24 2 1 78(122) 4 31 ム27 51 

95上235(178) 24.9 35.2 39.9 108(159) 37 45 24 2 1127(198) 3 37 ム34 93 

下 10日65J27.6 46.0 26.4 54(159J 16 23 14 1 1 55(172J 2 18 ム16 39 

96上228(173) 26.1 49.1 24.8 101(149) 32 39 28 2 127(198) 3 36 ム33 94 

下268(203)28.2 42.6 29.2 125(184) 41 49 33 2 143(223) 7 37 ム30 113 

97上302(229) 25.8 48.5 25.6 135(199) 42 58 32 3 167(261) 7 37 ム30 137 

資料)北炭 第2回一第16回報告「既成鉄道幌内線営業収支内詳表JI新設鉄道空知線営業収支内語表JI新設鉄

道室蘭線営業収支内需表JI乗客及荷物収入比較表JI運輸収入平均表」

註}①空知線の91年上期の営業期聞は7/5~9/30の 3 か月，室蘭線の92年上期の営業期間は8/1~9/30の 2 か月
②運輸収入には運輸収入に含まれている雑収入分があるので，乗客，普通貨物，石炭の合計は 100.0%1こ

ならない

③(  )は指数。但し， 91年上期の会計期間は 9か月 95年下期の会計期間は 3か月なので， 指数は 6

か月平均に対するもの
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増大したこともあり， 1894年下期頃までは営業

純益がごくわずかであるか赤字であった。特に

92年下期には，例年に比べて降雪が多く，数十

日間の列車運休という事情が加わり，営業利益

は， 2.0万円の赤字となった。しかし， 1895年以

降になると， (1)18四年に日本郵船が室蘭，函館，

青森を結ぶ三港定期航路を開設したこと 5り， (2) 

室蘭港が94年5月に特別輸出港に指定され，米，

麦，麦粉，石炭，硫黄の五品の海外輸出が許可

されたこと， (3)97年8月に室蘭延長線が営業を

開始したこと，の理由により室蘭鉄道と本州と

の連絡が便利になり，かつ，室蘭港からの輸出

が可能となったことから，乗客，貨物輸送量が

増大し，運輸収入の伸びが著しく増加するよう

になった。全線開通後の1892年下期の運輸収入

は5.2万円にすぎなかったが， 97年上期には約

4.8倍の25.2万円を示し， 幌内鉄道の運輸収入

額に匹敵するまでになった。運輸収入内訳の推

移をみると，新設鉄道では乗客収入，普通貨物

収入が合わせて約5割，石炭収入のみで約5割

の構成比を維持しているので，運輸収入の伸び

は各収入のいずれもが増えたために生じた。

北有社が幌内鉄道の札幌以東路線を冬期間運

休していたことに対しては，堀もまた拓殖上大

問題であると不満をもっていたので58L北炭は，

既述のように幌内鉄道へ防雪のための資本を投

下し， ラッセル亭を運行Lて冬期聞を通じて年

中無休の営業を開始した。さらに， 1890年4月

に，客車等級を従来の上等，並等から上，中，

並等の 3種に分けて並等の運賃を引き下げ 1

日2回の往復列車の運行，客車の増両を実施し

て旅客輸送に便宜を計った。このような輸送方

法の改善によって，幌内鉄道の90年上期の営業

収入は，北有社時代の89年上期に比べ，乗客収

入額(人数)が1.8万円 (7.3万人)から2.8万円

(10.7万人)に，普通貨物収入額(数量)が2.9

5わ室蘭市史編集部『室蘭のうつりかわり ~C同， 1977 
年)159-198頁。

58)前掲「北海道炭讃鉄道会社創立顛末書J35頁。

万円 (2.7万トン)から3.6万円 (3.1万トン)

に，石炭収入額(数量)が2.0万円 (2.5万トン)

から5.7万円 (7.1万トン)に，合計で6.7万円か

ら12.1万円へと一躍1.8倍に増加したのである。

幌内鉄道の営業収入は， 92年下期の運輸収入が，

雪害と小樽港を襲った激浪による貨物被害を原

因に輸送量が減少したため， 90年上期とほぼ同

額であったほかは，創業以来増収傾向にあり，

営業費よりも運輸収入の伸びの方が大きいため

に，営業純益もまた増加傾向にあった。小樽が

日本郵船による本州との国内定期航路の便がよ

く，道内からの雑穀，海産物，石炭，木材，道

外からの米穀，食料品， 日用品，雑貨の集約地

としての役割を果たしていた関係上，幌内鉄道

は，道内における鉄道輸送の中心的存在であっ

た叫。しかし，運輸収入内訳をみると，新設鉄

道の場合に運輸収入の約5割を石炭収入が占め

ていたことに比べ，幌内鉄道は，次第に石炭収

入の占める割合が低下し， 1895年下期以降には

3割に満たなくなっていたことが特徴的であ

る。このことは，夕張炭蹟からの出炭，室蘭鉄

道の開通，室蘭港の特別輸出港指定によって，

これまで行なわれてきた小樽港からの石炭輸出

が， 1"小樽港を以て内国諸港施工及び内国船々

用炭供給地とし，室蘭港を以て輸出炭経由地と

なすj方向に転換したことのあらわれとみるこ

とができる。表5からも室蘭港が特別輸出港に

指定された94年以降， 1"両三年ならずして石炭

輸出港としての小樽・室蘭港の地位は全く転倒

するに至」った状況が明らかである問。

表6は，新設鉄道と既成鉄道を合計した運輸

収入の内訳と，単位あたり運賃収入の推移を示

したものである。運輸収入の構成比を平均する

と，乗客収入25.9%，普通貨物収I入33.5%，石

炭収入40.0%になるので，北炭を含めた同時期

の私設鉄道会社の運輸収入内訳がおおよそ，乗

59)以上の小樽に関する叙述は，前掲『小樽市史』第
2巻， 141頁， 180-188頁， 197-198頁参照。

60)前掲『室蘭市史』上巻， 432頁。
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表5 小本移譲歩室欝誇きからの海外輸出炭金額・

(千円， 千トソ来事毒主主主主主主入， %) 

樽 室 蘭 会 費十

重量 額 数 愛 長長 数 数 重量 金 署員 童文 重量

1894 199(69.1) 56(90.3) 29(30.9) 7(39.7) 288(100.0) 62(100.0) 

95 128(41.2) 27(39.7) 183(58.8) 41(60.3) 311(100.0) 68(100.0) 

96 164(32.9) 38(36.5) 334(67.1) 66(63.5) 例。000〉l104(100.0) 

97 402(35.9) 69(36.7) 717(64.1) 119(63.3) 1，11自(100.0) 188(100.0) 

資料〉北海道草ff綴「北海i議室重要害統計塁審〈鐙努治19~華大 IE 5 )Jl c1引き若手〉

表 8 巡輸収入内訳表 e幌内線の合計〕

(千円， 二子人，'9'-ト γ未満郎総主主入)

普通企遺物収入

淡輪収入 ;、 γ数
(A/B)I (C) 制 (0/叫! {蕊} (F旬、

町 …的 0.26 お(… 1「710
下 43(154)166 (の 0.261 58(161) 41 (ぬ 1.411 69(121) 87 0.7き125.133.9 40.4i 

事1上 77(183)288( 1) 0.271 92(170) 55(幻1.671107(125)1750.611127.933.338.8 

下 51(182)205( 0) Q.251 69(1鰐) 45( 3) 1.53' 69(121) 1090.63127.036.536.5 

92J二 69(246)257( 1) 0.271 71(197) 51( 3) 1.39 的 (174)2310.431129.029.841.6 

下 53(189) 195( 0) 0.27 70(194) ω( 7) 62(109) -1' 28.5侃 633.931; 4.96 

お上 67(239)240( 1) 0.2自 80(222) ぺ3) 一120(211) 一25.130.044. 7.09 

下 60(214) 195( 0) 0.31 84(233) 57( 9) 1.47 79(139) 131 0.60 26.937.735.4 5.953.802.15 

94J二 おく286)230(6) 0.35 告2(256) 58( 5) 1.581146(256) 2150.68 125.1 28.8 45.8 8.46 5ふ72.89 

下 i 77(295) 231( 2) O. 百8(272) 60(24) 1.621104(182) 149 0.70 

95上 98(350)313(10) 0.311 116(322) 79( 5) 1.471200(351) 244 0.82 23.728.048.31110.996.924.07 

下 52(371)160( 0) 0 71(394J 55(17) 1.291 86(302) 103 0.83 25.034.141.31111.007.083.92 

26.2 39.9 33.9'110.316.453.86 

下 130(464)428( 0) 0.301 165(458) 114(24) 1.441213(374) 255 0.83 25.6 32.5 41い468.27 6.19 

97上 138(493)467(20) 0.301208(578) 134(10) 1.551208(365) 254 0.82 24.9 37.537.51114.939.835.10 

平均= 25.9 33.5 40.0 

資料〕三菱4に j湾じ

室主j部 乗客人委主主事警逐貨物トン数の( )ぬの費支僚は，政府命令に基づく移民及重量産物事議滋塗

② 91年上薬草と95年下期の c)的立〉務委主は 6か月平均手ニヌすするもの

客収入60%，貨物収入 35%であること白川二比

べ，芯炭i収入の出める欝合が高し、。 しかし，そ

のことからただらに，北炭の鉄道を筑援興業鉄

道のような石炭繍滋専用の農繁鉄道と同一視す

ることはできない。むしろ，相殖害事業の選擦に

ともなって，乗客奴入，普通貨物収入が1890年

61)長潟新合綴革審『近代日本の経済一統計と概説瓦ミ

1988年)164-165 J!(の羨ll-n-1

参照。

上期宏基準?こすれば， 95年下期試降には 4~5

倍にも増大し，常に運輸収入の約6側主f占めて

いた点に役目すべきである。梁客収入，普通貨

物収入のみでは，米関の地，北海道の場合，鉄道

経営が成り立たず，他方でゴと海道搭殖のために

石炭資揮をも開発しようとする掘の構想が致府

中央に支持されて，北設の場合に:fi炭苦笑の兼営

が許可されたという点にこそ，運輸収入の約4

舗がお段収入であるという韓殊性の原閣が求め
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表 7 総資本利益 率の推移

(万〕

よ11
新設鉄道部

既成鉄道部 幌内線 炭 藤 部 全 体室蘭線・空知線

売上高資本 資 本 売上高 資本 資本 売上高 資本 資本 売上高 資本 資本
利益率回転 利益率 利益率 回転 利益率 利益率 回転 利益率 利益率 回転 利益率率 率 率 率

1890上 -1 48.2(100) 1.38 66.5(100) 27.9(100) 2.3365.0(100) 36.9 0.50 18.4(100) 

下 一53.7(111) 0.70 37.6( 57) 30.7(110) 1.26 36.8( 60) 39.5 0.34 14.1( 77) 

91上 ム12.60.09 ム1.148.9(101) 0.58 28.4( 43) 26.1( 94) 0 .92 24.0 ( 37) 33.5 0.26 8.5( 46) 

下 3.5 0.01 0.0 54.7(113) 0.45 24.6( 37) 7.9( 28) 0.67 5.3( 8) 22.1 0.20 4.3( 23) 

92上 1.6 0.02 0.0 51.8(107) 0.51 26.4( 40) 9.9( 35) 0.71 7.0( 11) 19.7 0.22 4.3( 23) 

下 ム38.30.02 ム0.850.0(104) 0.33 16.6( 25) 1.7( 6) 0.49 0.8( 1) 10.3 0.16 1. 7( 9) 

93上 14.7 0.05 0.7 60.0(124) 0.36 21.6( 32) 6.5( 23) 0.68 4.4( 7) 19.5 0.21 4.1( 22) 

下 6.50.03 0.2 60.8(126) 0.32 19.5( 29) 14.0( 50) 0.91 12.8( 20) 20.9 0.25 5.1( 28) 

94上 12.6 0.06 0.8 56.8(118) 0.41 23.3( 35) 18.6( 67) 1.16 21.5( 33) 23.2 0.35 8.1( 44) 

下 19.0 0.05 1.0 48.6(101) 0.34 16.5( 25) 22.2( 80) 1.06 23.5( 36) 23.6 0.36 8.6( 47) 

95上 21.70.07 1.5 54.2(112) 0.43 23.3( 35) 18.6( 67) 1.23 22.8( 35) 23.5 0.44 10.2( 55) 

下 18.90.11 2.1 50.6(105) 0.40 20.2( 30) 22.0( 79) 1.29 28.4( 44) 25.8 0.45 11. 7( 64) 

96上 19.5 0.06 1.2 55.9(116) 0.42 23.5( 35) 23.5( 84) 0.96 22.5( 35) 28.1 0.34 9.7( 53) 

下 24.8 0.11 2.7 53.3(111) 0.42 22.4( 34) 22.3( 80) 1.21 26.9( 41) 27.4 0.42 11.6( 63) 

97上 12.6 0.13 1.6 54.7(113) 0.41 22.4( 34) 18.5( 66) 1.23 22.7( 35) 23.2 0.46 10.7( 58) 

資料)北炭第2回一第16回報告

備考)売上高利益率=営業利益÷営業収入

資本回転率=営業収入÷平均払込資本(資本金・社債)

総資本利益率=営業利益÷平均払込資本

註)( )内は指数

られるのである。輸送量の増大に対処するため

に，北炭は，既述のように大型機関車の導入，

軌道の取り換え，停車場の増設などを行なった

ほか，列車運転面においても，運転速度を向上

し，列車発着度数を増やし，乗客，貨物輸送の便

宜を計った。その結果，運転総マイル数を営業

線マイル数で、除した機関車の運転回数は， 1893 

年上期の1， 668固から漸次増加して， 97年上期

には2，535固と1.5倍になった。

北海道への鉄道敷設が軍事上十拓殖上町必要

とされていたゆえに，政府は，北炭の新設鉄道

資本に資本利子補給を下付し，あわせて鉄道を

改良し，鉄道経営の一貫性を損なわないために

幌内鉄道を払下げたのであった63)。

62)軍事輸送の実情は，社内資料では不明であるが，
1891年上期に，屯田兵演習のため人員 1，207人，
馬4，075頭，荷物5()個を無賃輸送している例があ
る(北炭第4回報告〉。

63)北炭の鉄道が開拓に及ぼした影響として，伊沢道

「鉄道資本利子補給命令書J，r炭山および鉄

道払下命令書」によって，北海道農産物は規定

運賃の半額，北海道移民は無賃輸送が義務づけ

られていたので，前掲表6の乗客人数，普通貨

物トン数のそれぞれ( )内の輸送量は，北炭

が政府命令にもとづいて輸送した分を示す。北

炭は当初， r北海道拓殖翼賛の使命」と L、う見地

から農産物も無賃輸送していたが， 1895年 1月

雄氏は， (1)石狩炭田の開発， (2)金属鉱山の開発，
(3)道庁の移民地選定の事業と相倹って鉄道沿線に
移民を導人し，石狩，胆振両平野の開墾を促進し
たこと， (4)その他，鉄道の開通によって生産原料

の獲得が容易になり，各種工業が勃興したこと，
小樽，室蘭の発展に貢献したことを指摘されてい
る(伊沢遺雄『開拓鉄道論』上巻〔春秋社， 1937 
年J149-150頁)。また， 1893年3月に，道庁長官
北垣国道は，北炭の鉄道が拓殖に貢献したことを
高く評価し， r鉄道敷設ハ北海道事業中第一ノ急

務タルコトヲ確立スJという主旨の北海道開拓意

見書を進呈している(前掲『日本鉄道史』中篇，
59-60頁〉。
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表 8 炭磁起業費支払高内訳

(1) 炭磁起業費内訳 (千円未満四捨五入， %) 

三瓦里町事務所費建築費工事費器械費諸建物費船舶費奇社告払下げ等(合 計

1890 50 67 58 2 6 348 531( 25.0) 

91 40 116 102 43 86 125 8 520( 24.5) 

92 12 50 15 61 29 6 3 176( 8.3) 

93 45 17 14 34 9 13 1 133( 6.3) 

94 28 23 34 44 7 179 315( 14.8) 

95 10 13 37 67 ム O 38 165( 7.8) 

96 4 48 59 26 4 69 210( 9.9) 

97上 5 5 29 19 O 16 74( 3.5) 

[合計 11山 )3鈎 (16.0)348 (16.4) 294α3.8) 1仰の 446(21.0) 川 )34山 12ロ4(100.0)
炭 磁 別11
割合JI [100.0J [100.0J [100.0J [100.0J [100.0J [100.0J [100.0J [100.0JI [100.0J 

幌 内 27[13.9J 39[11.5J 20[ 5.7J 6[ 2.0J [- J -[ - J -[ - J 154[44.3J 246( 11.6) 

幾春別 7[ 3.6J 8[ 2.4J 3[ 0.9J O[ O.OJ -[ - J -[ - J -[ - J 134[38.5J 152( 7.2) 

空 知 54[27.8J151[44.5J 178[51.1J 84[28.6J -[ - J -[ - J 8[44.4J 30[ 8.6J 505( 23.8) 

タ 張 85[43.8J142[41.9J '146[42.0J 202[68.7J ー[- J -[ - J 10[55.6J 30[ 8.6J 615( 29.0) 

各炭磁連帯 20[10.3J 一[- J -[ - J -[ - J 137[ 100.0 J 446[ 100.0 J -[ - J -[ - J 603( 28.4) 

(2) 払下げ等内訳 (千円)

ぷ烈|炭山所属|炭山所属物件北|幌内石炭手|借区権譲受 試掘権
計

物件払下代 有社より談受代買受人示談金 示談金 譲受報酬

幌 内 104 50 
288 

幾春別 84 50 134 

空 知 30 30¥ 
60 

タ 張 30 30 

計 104 84 50 50 60 348 

資料)北炭第 2回一第 7回報告「炭破起業費内寄表J，第 8回一第16回報告「炭磁起業費支払高内詩書J，前掲「沿

草J上巻. 151-152頁。

註)①本表は毎期の支払高の数値で，償却高は計算に入れていない。

②各科目の内訳:事務所費=俸給，雑給，備消品費，通信運搬費，雑費，旅費，傭給，手当，諸税，諸手

数料，諸建物修管費，運搬費

工事費=開抗費，抗道掘削費，斜抗掘削費，風井掘削費，抗内諸修管費

諸建物費=用地費，土工費，諸建物費

器械費=器械費，自転車新設費

③各炭磁連帯費は，貯炭場，地所，建物等のように，各炭績に区分できない起業費をいう

から規定運賃の 4分の1， 99年には2分の 1の

運賃徴収が内務大臣，逓信大臣に認可されたの

で， 95年から農産物運賃を徴収している。この

ことは，政府の監督，命令下におかれていた北炭

の性格が，次第に自主独立の経営体へと変化し

ていくひとつのあらわれであったといえよう。

以上の鉄道部の営業状況は，表7の総資本利

益率の動向にも反映している。新設鉄道部は，

1892年11月に全線が開通したばかりで，同年下

期にかけては，資本回転率が著しく低く，売上

高回転率も低いため，資本利益率が 1%~こも満

たない程度であったが，鉄道全通後は，売上高

利益率，資本回転率が少しづっ共に上昇し，資本

利益率が上昇しつつあった。既成鉄道幌内線の

資本利益率は， 1892年下期にかけて低下したが，

その原因は，売上高利益率が一貫して 110程度
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の安定した水準にあることから資本回転率が器

したことにあった。 92年下期以降，資本関紙

率がほぼ40%経変の水準た維持したので，

利議率は， 22.0%前後に安定してL

(2) 炭嶺部64)

(i) 資本投下の内容

炭頭部の爵定資産への投資額は，表8

ように払下げ，示談金等の34.8万円と

業分177.6万河の合許212.4万円から成って L、

た。鵠衰の内訳は，①払下げを受けた椀内炭‘出

及び其所属物件10.4方向部〉，争北有社から譲り

受けた幾挙手別炭山及び其所属物件8.4万門，/湾炭

山借区権譲り受け示談金 S万円輯i今石炭ーヲミ

S万凡な手村田提，古川泰二部，

重喜朗実徳から霊祭り受けた探知炭山の僚長主権，試

掘権の報獣13万円，窃村田から譲り受けた夕張

炭山の試議権3万円で， このうち北有社へ支払

われた18.4万円は鉄道関係の支払い分と

て，村田への示談金である66)。怒業費全体の

16‘4%を占める払下げ，示談金等への投資額を

炭讃訴にみると，螺子号炭磯，幾春期炭警察にそれ

ぞれ44.3%， 38. 5%が投じられていた。

64)特にととわりがない絞久炭礎部の資本投下のよミ

体的内容，営業状況に関する叙述はき北炭第1間
一第16図孝義弘前掲「採援護jーと・下稔 「輸送J
下巻， 旬ヒ絞主主十年史2第一次稿本「保安J1938 
重久間「販売J1938年，荷揚 f縦観編」上考会，同七

次七十年史』第一次稿本 f採炭編J(総説)(堀進〉

(採炭)(選数)(支柱)(排水)1958年間「販売

編J1958俸による。
65) 創業から払下げに~~機内炭山の起梁費は38.4万

円であった(由仁弘前掲説 256J主〉。
66) I機内鉄道機内炭援の払下げを受杭北炭を創立

~'!きるために，婦が北有社社主主将æ援と示談を成
立ざ必ずこことは，すでに第 1節で拐らかにしたが，

北淡の資料(本務袋3，表8)から，示談話設が58.3
万円であったこと設計算できる。

北有総会、ら譲受の幌内鉄道興業費 335，158内
i援内鉄滋払下げ代(247，950丹〉の

うち村間へ支払われるエ寮費 64，519月

幾泰別炭ul1支び炭山所属物件北有

松よち警察受代

向次山{普区梅譲受容を談金

会計

50.000門

83，500円
50，000門
583， 176P1 

北炭記業の投資分177.6万丹の内訳を見ると，

科 fHjlJでは工警察費，建築費，器誠費，事務所費

にそれぞれ16.4%.16.0ガ， 13.8%，ゑ 1%が投

じられ，それらは，成績別では斑鎖的に空知，夕

張再民議への比重が潟かった。そのほか各炭譲

として， 寿台綿費21.0%，

6.5%があっ

夕張炭臓の開坑は，道庁技師の指導監

警の下に着手され， 1891年上期からさ芝知長嶺

で，翌年上期から夕張炭積で撮炭が関鎗される

に恋った。当初開坑怒れた主主還は，空知炭繍の

神謀説犬坑道，下歌志I*J衿~坑遊，夕張炭畿の

第 1斜坑，第2斜坑で，その後新たにき空

知炭織で誕生ド3月に上歌意向読水坑，理年5月

にサグシ竪坑が閥抗されたようである 67)。北炭

比夕張炭繍斜誌に，議揚，排水，滞気のためにウ

泳ルカー・ヅラザース社(英〉霊還の捺揚議， ジグ

ソアン・マぷブァクチ品ア予ング社〔米〉菱重の

アングー.p ーブ式循環機，

「ランカシャイヤーj式汽鱗， ジョセフ・ェパ

ンス・アンドジュ…ス社のコノレニッシ z製複瞬

蒸気動嚇筒，蒸気動力のギーパル式麗風機など

の機械を導入したので，器機費の68.7%が夕張

炭臓に集中していた68)。坑道以外には， 事務

済， 坑道長屋， 火薬倉競など諸建物の建築に

資本が投下された。輯内，幾挙手別炭穣の閥定資

産は，現述のように約4割が払下げによって占

められており，北炭の籍行分としては，畿内民

る鴎転率ドラムの設置， 96塁手下期の臨

67) ~と滋遣の炭磁は九州地方と然なり，明治末期まで
は水準以上の採掘が主だったので，水平銃の占

める割合が多く，夕張炭磯で斜坑が涛抗されたこ

とが特徴的である。坑道名は後綾なうえ，北淡の

各資料?とおいて異なるととが多く，特定するとと

が医薬章なため.坑遂ごとの工事状況をど正篠?とお滋

ずることが幾しい。

68)北炭では，外関製の炭機用機械を導入したほか，

政府から譲り受けた手宮工壌で炭議用機械器具の

修繕を行なっているが，子宮工場での詳絡

な金波状況は不[lJ:Iマある。なお，筑豊地方合対象

に，炭坑用機械の閣内生産状況を務らかにされた
論文に鈴木淳「明治官官争中期の炭坑用機械工業j

(u'史学雑務J第98編第2号， 1989年)がある。
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坑第一坑道の開坑が行なわれたことなどにすぎ

ない。

このような各炭積への資本投下のあり方から

すれば，斜坑では，坑道運搬，通気，排水にお

いて機械の導入がみられたとはいえ，大部分を

占める水平坑では， 自然通気，坑道に施設され

た排水溝の自然勾配を利用する自然排水が仔な

われており，掘撃，採炭，運搬(切羽運搬・坑

道運搬)の「三大労働過程」での機械化は遅れ

ていたといえる問。いずれの炭臓においても，

掘撃はタガネ， ツノレハシで行なわれ，運搬は，

坑内運搬である切羽運搬，坑道運搬でともに人

力と馬力が占めていた。採炭方法は各臓の炭

層，母岩の性質，状況等により必ずLも同ーの

方法ではないが，昭和のはじめまで，幌内炭積

が柱房式採炭法，残柱長壁折衷式採炭法，幾春

別炭績が大正中頃まで上向階段式採炭法，空知

炭臓が大正末年頃まで，残柱式採炭法，上向階

段式採炭法，夕張炭臓でも残柱式採炭法が続い

た。石炭の採炭は，いずれの採炭法においても

単にツノレハシのみ，あるいは堅硬な炭層に対し

ては，ダイナマイト，カーボニ γ トによる発破

採炭，つまり手掘りが行なわれていたのであ

る70)。このことは単に北炭のみに特殊な現象で

69)石炭業の生産過程分析に関しては，採炭と運搬の

二大労働と把握される隅谷氏と，それに掘進を加

えた三大労働過程とされる吉田氏の見解がみられ

る(隅谷三喜男『日本石炭産業分析Jl(岩波書庖，

1968年]，吉田文和「隅谷三喜男『日本石炭産業分

析』の批判的検討JC北海学園大学『開発論集』

第33号， 1984年))。北炭では.1896年下期に，竪

坑，坑内斜坑，竪入坑道等の岩磐内掘撃にフロッ

トマン社製圧搾空気動小型選岩機が，また炭層内

の掘進lこは手動重量岩機の使用がみられた。しか

し，当時はやむを得ない場合にしか岩石掘進を行

なわなかったので「之等重量岩機を使用するの機会

少なく，従って機械の台数も僅少にして，一般に

普及するに至ら」なかったのが現状であった(前

掲「採繍」上巻， 120-121頁〉。
7ω1900年に夕張炭績で圧搾空気用載炭機が使用され

たことがあったが普及せず，機械採炭が本格化す

るのは「昭和5年に至り漸く本格的なる長壁式充

填採炭法確立せられ，主互に集約採炭の実現を見る

に至」ってから後のことである(向上稿本〕。

はなく，技術的な要因もさることながら， r低
賃金，高機械価格」川という経済的要因にもと

づく日本の石炭業の労働過程そのものの特殊性

に規定されたものであったといえよう。爆発予

防施設，救護施設の設置のための投資は，行なわ

れなかったので，坑内規模の拡大に伴なって，

ガス，炭塵の発生量が増加し，安全燈などが原

因になって，爆発事故の激増を招くことになっ

た72)。

各炭蹟連帯起業費として投資された船舶費，

諸建物費は，汽船の購入，貯炭場建設に主に用

いられた。北炭は， 1891年 5月に汽船空知丸を

石炭輸送用として， 12.5万円で購入した73)。そ

の理由として，北有社がすでに船を傭入れて石

炭輸送を行なっていたことから，将来的な石炭

販売上の1必要性を見越してのことと考えられ

る問。空知丸は「会社テ。運漕スルコトニナリマ

スト，其為ニ事務局ヲ設ケテ船長モ機関士モ傭

ハナケレパナラヌ，サウスルト却ツテ経費倒レ

ニナルコトヲ憂ヘマスルノデ，寧ロ運漕ハ日本

郵船会社に托シ，船ハ貸シテ賃貸ヲ取ツ夕方ガ

利方ト認メ」られ， 日本郵船会社に賃貸される

ことになった75)。しかし，北炭では， 日清戦争

71)吉田文和「石炭産業における労働過程と労働手

段J (北海道大学『経済学研究』第31巻第1号，
1981年〕。春田豊氏は，三池炭擦の分析を通して，

「坑内採運炭夫の賃金をいかに抑えるかが， 蓄積

にとって重要な課題だった」ことを指摘されてい

る(同「三井財閥における石炭業の発展構造一日

本産業革命期を中心としてーJ(W三井文庫論叢』

第11号， 1977年J)。
72) 1897年度までに坑内爆発が16回起きている(前掲

「保安J89-164頁〕。
73) 1"船舶代価ハ毎年原価ノ五分五厘ヲ償却スノレモノ

トシ当季ハ金二千六百九十四円トス」とLづ記録
から逆算すると， 12.5万円になる(北炭第4回報
告〉。

74)田中，前掲書， 195-199頁。前掲「販売J87-89頁。
「石炭の海外輸出は明治 19年に北有社がカムチャ

ッカ号を傭入れて山東半島の芝宋に搬出したのを

始めとする」 σ小樽市史』復刻版第2巻， 1963年，
345頁〉。

75)北炭第4回株主定期総会懇談会 (1892年5月25日〉
における議長渋沢栄ーの発言(前掲『渋沢栄一伝
記資料』第8巻， 700頁〕。前掲「輸送」下巻，
332-333頁。
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表 9 炭滋都営幾 収 支 内 訳

石 炭

売民収入営委案書雪 純 益(AJ

1890上 165(100) 120( 100) 45(100)< 100.0) 1 - 145α∞)11 6 1 9 1ム311 42 

下 90 6 84(18のく 100.0)! ω ー 1 84(18η11 2 111 1 ム911 75 

災上 428(173) 322[ 179) 106(157コく 92.2) i 13 4 9く 7.8)1 115(170)1， 10 I 19 1 ム.911 106 

判 344α紛 制(26のお(53)く 82.8)1 9 4 5く17.2>1 29(臼)11 9 1叫.6.311 26 

92上 415(252) 387( 323) おく 62)く 63.6>1 22 6 16< 36.4>1 44( 98)1114 1 8 1 6 1¥ 50 

ァ1 320(194) 323( おき〉 ム3(ム6)くム50.0)i 16 8 9く150.0)1 6( 13)11 21 1 事1 12 11 18 

93ム 1 493(299) 474( 395) 20( 4必く 58.8)1 16 2 14く41.2)1 34( 76克 41 81 ム411 30 

下十 678(411) 586( 488) 93仰のく 95.9)1 7 3 4( 4.1>1 97仰のいo1 3 1 7 11 104 

94上 I891(540) 750( 625) 140(311)< 74.5) 1129 81 48く25 188仙川 391 12 1 271 215 

下 I837(507) 636( おの 201(44のく 74.2)1 379 309 70く25.倒 271(602)1118129 Iム11:1 260 

路上 11.049(636) 849( 708) 200(444)< 76.0) 1 363 300 63く24.0対263(584)11181 29 1ム111 252 

下 1 619(750) 512[ 8悶 107(476}( 65.6) 1122 己6 56く34.4):163(362)113 I 15 Iム2il 161 

96ょ1 960(附削減却附〈位以 142 125 17く 6d2抑制 131 29 1ム1611 矧

下 11.244(754) 952( 793) 292(649)く 94.5)1145 128 17( 5.5)1 309(68η11 32 I 29 1 3 11 312 

紅型73(893)1.202(川的 271(6むのとS9.4>1間竺竺く 10.6>1303(673)11 96 1 3 ヂ
資料〉北主建設~2 包-~吉16間報告 rJj定義義務営業収支内謬褒j

ま主)G) く 〉肉の比率は営業室主主主のうち石炭終主主と長会総泌総の刻合を示ナ
② 90年下期の事長災後は不明であり， 室主芸重要望内訳は監督重量 3千符，害室長提襲警 3千円である
③ 91年上織と95傘下期の指数は Sか月平均に対ずるもの

③ 営言警外支出の内訳lま， 創業費量翼線，炭f破起業譲警告霊裁p，本校苦警護u合， 社長変利子. 91生存Jニ郊の石約九捻
言受右主定代後去P2千円

畿に社用船でZヨ炭輸送電ど行なう方針ーな確立する

に議り， 1896年上こ営業目的に@1j警護震な追加する

定款改正を行なった。その隠， 94年7ffに英鴎

汽船(紐振丸と命名)を16.6万円で購入したほ

か， 96年上期に曳船，小蒸気船各1接p 鮮船33

伝篤総3綾の購入，翌年上期に汽船札i接丸

と童手船10艇の新迭を告なっている。

;場比空知，夕張褐炭績からの出炭にともなう

採炭潟の増大に対応し，京浜市場に交すする眼路

開拓を筏的として，京浜地方に土地を!購入して

したものが主なもので、ある。

(ii) 

炭綾部の営業収支内訳が表9である。 1890年

上期を 100とすれば，営業純主主計は， 91年下期

以降， 64， 98， 13と低下しているが，ここに含ま

れていた船舶純益を除くと，実轄の売炭純裁は，

これよりも低水準で， しかも53，62，ム6，と

激に怒化していた。表10から 1トンあたり

炭収入，営業費，鶴益高の鍛移をみると， (1)91 

年下期から翌年下期にかけて発炭収入が減少し

ていること. (2)営業費は採炭襲警がやはり

ら翌年下期にかけて諜少Lているものの，

していること， (3)結巣約に営業純

益が91年上期の 1.04円から下期以降 0.42凡

0.49PJ， O. 39円へ滋少していることが明らかで

ある。(りの事情は， 筑農石炭襲撃の日現治J25 

5ド恐慌j的〈全面的な炭締下落〕 の影響を受け

た北炭が，炭憾な引き下げたために生じた問。

炭悩引き下げによる売炭利識の減少に対処する

76)潟毛糸前掲書， 252-254J言。
77)北銀総6回報告。務4回株主三総会議事録マ比

1891年下期の科設が前期より減少したのは，:;S炭
代価がi議キFこ下落したからで三うると伝えている
〈荷揚『渋沢栄一伝記資料j第 8巻， 700頁〉。
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(円〉表10 1トンあたり売炭収入・営業費・純益高

営業費 営業純益41目売炭収入
(A) (塊炭)(粉炭)(切込炭〉

採炭費 費 費(b)(汽車費)(汽船費)(a+b) (B) (A-B) 

1891上 2.75( 89) 1.41(186) 0.12 0.12( 6) 1.53( 57) 1.22(313) 

下

91上 3.06( 99) 0.92(121) 1.10 1.10( 57) 2.υ2( 75) 1. 04(267) 

下 3.21(104) 1.15(151) 1.64 1.64( 85) 2.79(104) 0.42(108) 

92上 3.14(102) 1.03(136) 1.62 1.62( 84) 2.65( 99) 0.49(126) 

下 3.08(100) 0.76(100) 1.93 1.93(100) 2.69(100) 0.39(100) 

93上 3.38(110) 1.01(133) 2.11 2.11(109) 3.12(116) 0.26( 67) 

下 3.26(106) 4.12 2.52 2.67 1.50(197) 1.84 1.84( 95) 3.34(124) 0.08( 21) 

94上 4.38(142) 5.53 2.99 3.72 1.33(17の0.24 2.21 2.45(127) 3.78(141) 0.60(154) 

下 4.89(159) 5.74 3.58 4.21 0.96(126) 0.29 2.26 2.55(132) 3.51(130) 1.38(354) 

95上 5.12(166) 6.28 3.78 4.53 1.21(159) 0.24 2.56 2.80(145) 4.01(149)] 1.11(285) 

下 5.43(176) 6.50 3.75 5.06 1.46(192) 0.29 2.75 3.04(158) 4.50(167): 0.93(238) 

96上 4.90(159) 5.75 3.65 4.76 1.34(176) 0.19 2.26 2.45(127) 3.79(141) 1.11(285) 

下 4.54(147) 5.15 3.71 3.46 1.17(154) 0.38 2.03 (0.82) (0.63) 2.41(125) 3.58(133) 0.96(246) 

97上 5.28(171) 5.95 4.27 5.10 1.83(241) 0.45 2.29 (0.80) (0.91) 2.74(142) 4.57(170)11 0.71(182) 

資料)表 9に同じ

註)① 採炭費は採掘高で，売炭収入，売炭費，運搬費は売炭高で除した。営業費は 1トンあたり採炭費，売

炭費，運搬費を合計したもの

② ( )内の指数は92年下期を 100とするもの

ため，北炭は採炭費の引き下げを行なう。採炭

は手掘りで、行なわれていたから，採炭費の引き

下げは賃金の引き下げによって実現される。表

10でみる限り， 92年下期の 1トンあたり採炭費

は上期の1.03円から一気に0.76円へと引き下げ

られ，それゆiえ，同年12月30日には夕張最初の労

働争議が発生した問。売炭費の内訳は不明だが，

輸送費と委託販売手数料が主なものと思われ

る。輸送費のうち，鉄道運賃は前掲表6のトン

あたり石炭収入にみられるように 1トンあた

り0.80円から0.43円へ引き下げることができた

が，北炭では1893年7月までは，一般小売を北

有社の後身である北海道売炭組に委託販1売して

いたため，炭価の高低にかかわらず，委託販売

手数料を支払わなければならなかった。手数料

は，販売代価より運賃諸掛を控除した手取価格

の3%であったが，海外輸出の場合は，市況の

変動が甚しく，低廉な手取価格の時は臨時に別

78)前掲『夕張市史』下巻， 520-521頁。

途の手数料を定められており， しかも受渡・運

搬・集金等の経費は北炭が受け持つため， r売
炭組は座して税金を取るの観があJるなど，北

炭にとっては負担になっていたようである問。

このように， 1トンあたりの売炭収入が減少し

ているうえに，営業費が増大していることに石

炭業の経営悪化の直接的な原因があった。表11

から， 90年上期を 100とする指数で貯炭高の推

移をみると， 91年下期に344，翌年下期に816，

93年上期には 895にも増大していたのである。

日清戦争中の1894年下期以降は，石炭業，船

舶業で共に営業純益が増大することになる。同

年下期以降，石炭純益は20~30万円を計上し，

1890年上期を基準にすると 4倍から 6倍へと

増加した。その理由として，北炭が積極的な石

炭販売へ向けての社務改革を行なったという内

部事情，さらに日清戦争後に国内の石炭需要高

が仲び，炭価が高騰したと L、ぅ事情があげられ

79)前掲『井上角五郎先生伝J)223頁。
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表11 採掘高，販売高，貯炭高の推移

(千トン未満四捨五入， %) 

JX! 
採 掘 高 凶 販 売 高 (同

計 計
幌内幾春別空知 夕張

塊炭粉炭切込炭 計(%)

1890 上 80(100) 75.0 25.0 60(100) 33 26 60(100.0) 

下 85(106) 26.6 26.6 97(162) 55 42 97(100.0) 

91 上 182(152J 64.2 18.0 17.8 140 (156J 77 36 113( 80.7) 

下 125(157) 45.1 17.2 37.7 107(178) 39 33 72( 67.2) 

92 上 168(211) 44.1 15.9 37.9 2.1 132(220) 55 38 12 106( 80.0) 

下 161(202) 43.9 14.0 27.4 14.7 104(173) 38 27 12 77( 74.0) 

93 上 164(205) 44.5 12.2 22.0 21.4 146(243) 58 39 14 111( 76.0) 

下 136(170) 34.4 13.1 21.3 31.1 208(347) 51 29 12 92( 44.2) 

向上 189(236) 27.3 9.9 31.6 31.2 203(338) 68 31 14 113( 55.7) 

下 209(261) 26.1 10.5 22.3 41.1 171(285) 62 22 12 96( 56.1) 

95 上 227(284) 26.2 9.5 22.4 41.9 205(342) 76 33 14 123( 60.0) 

下 113 (283J 30.6 10.2 18.9 40.2 114(380J 35 17 6 57( 50.0) 

96 上 177(221) 27.4 7.9 17.1 47.6 196(327) 69 33 14 116( 59.2) 

下 247(309) 24.9 6.7 21.9 46.5 274(457) 111 46 13 170( 62.0) 

97 上 240(300) 21.3 7.2 19.2 52.3 279(465) 66 43 10 119( 42.7) 

炭種

振替等

塊炭粉炭 切込炭計(%) 塊炭粉炭切込炭計(%) (c) +c 繰越

20 20(100) 

ーム12 20 8( 38) 

21(15.0) 6 6( 4.3) 42 8 50(251] 

16(14.9) 6 13 19(17.9) 18 50 68(344) 

22(16.7) O 2 2 4( 3.3) 36 68 104(527) 

22(21.3) O 2 3 5( 4.6) 57 104 161(816) 

30(20.の 5 O O 5( 3.4) 18 161 179(895) 

28 53 13 73(35.1) 25 6 13 43(20.7) 4 ム68 179 111 (555) 

26 38 1 65(32.0) 9 2 14 25(12.3) ム1 ム15 111 96(480) 

24 31 O 56(32.7) 14 4 2 19(11.1) ム1 37 96 133(665) 

21 45 。66(32.2) 9 3 4 16( 7.8) 3 25 133 158σ90) 

11 19 1 31(27.2) 16 O 9 26(22.8) 1 。158 158σ90) 

14 32 O 46(23.5) 18 1 15 34(17.3) 1 ム18 158 140σ00) 

19 48 。68α4.8) 33 3 O 36(13.1) 2 ム25 140 115(575) 

43 53 O 97(34.8) 56 7 。63(22.6) 10 ム29 115 86(430) 

資料〉北炭第 2回一第16回報告「石炭受払表」

註〉① 内訳櫛は，前掲「販売」所収，海外輸出石炭一覧表 (94頁)，道内販売高表 (106頁)， 前掲「縦観編」

上巻所収「内外市場別販売数量調J(62-63頁〉による

② 91年下期の指数は 6か月平均のもの

③ 96年下期以降に採掘された神威炭は空知炭に合算した

④ 道外移出高は，販売高から道内販売高，海外輸出高を引いて算出した

⑤ 炭種振替等は，見本並に水分引きとして払出しの分や海中捨場炭，他所買入れ炭を言う
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る。

炭磁部の社務改革というのは，委託競売さヒ廃

止し会社車轄で石寂寂売会行なうようにした

こと，鉱失言ど組設制から会社置籍制に改めたこ

と，の 2点で， これらは概述の職秘改正と並ん

で，会社経営の邑主性をおしていなかったこれ

までの北議が，新たな経営方針の下で会社自

の石炭撲を告なおうとするあらわれであったと

みることができる。意Ij立当初の北炭の石炭販売

は， (1)特殊鍍予告契約(特約〉にもとづきれ 日本繋

船会社， 日本鉄道会社，北海道共間商会，北海

道製麻会社，北語道製購会社等の大口契約を本

社(小樽手宮)売炭部で行なうもの， (2)上記長

外の滋i勾，本州市場の小売営業，海外輸出分を

るもの， (3)道内小売のう

特に麗鑓での営業主Y北海道共同商会に委託

るものという 3方法でfすなわれていたが，

託販売契約合解除し，発炭組の人員と錆おきと引

き受けて18θ3年 7月に石長販認すど会社自警きとし

たのである。翌年4月の磯額改革では， 札幌

本社に売炭部をどおき，その下におかれた手宮，

札l協の究炭禄出草寺と東京出張所におかれ

ていた発炭授とを結んで売炭機構を強化するこ

とにしたのである80)。また， 92年12月の労働争

議に対し，北炭の震設は，組長制の悪弊が鉱夫

して不遜の行動を策すると判断し，翌年

8月に組長制を蕗止して鉱夫を会社夜轄にし

た81)。しかし，現実には山間紳地に多数の鉱

80)前掲鴻5度J148“149頁，井上角玄長~ Ii'北海道炭

機料船株式会社の十七年間Jl9頁〈前掲『明治期

鉄道史資料J設さ2条第器禁ぎ〕。北海遊共問潟会に

衡しては大場四千男「善幸治期における三弁物産

と北炭J(If開発論集J然34号， 1984主将参照。

81)北炭務8沼報告。組まをは1"毎月所定の計簿臼に

会社から鉱夫の総稼紫金の支払L、言ピ受け，

とし℃鉱夫一人について
る綴を控徐して残績を事E失に主主渡すのが慣例であ

った。したがって鉱夫を若手数収容する組長ほど所

得が増加したわけで月収二百円を取得する組長J
が少なくなく，このように「坑夫の上前をはねる
ばかちで必く，採占建築薬会2多忙と見れば鉱夫の不

足を訴へて重量銭値上安要求し， 閑散とみれば鉱炎

の逃亡を訴へて失望義救済を要求する。始末になへ

失望ピ集めることが塑難なため， 山

毒素故募集がひき続き行なわれていたこと，

切羽の棒組の組替えや各弱者ごとの番割など

が，友子親分等の

ば，建鷺的には会栓藍譲のではできなかった

こと，のために組長制は存続せざるたえなかっ

たのである

尽請戦争後に石罪欝饗が増大し，若炭市場が

拡大したことは，統計上，石東消費高が議、主義し

ていること，三三池炭以外の部議援の取扱いをど開

始するようになる主井物設の動向から指摘でき

る83)。

北炭が売決議構を改称し，また関内の

饗高が増大したことは，前掲表11にみられるよ

うに，北裁の石炭販売高を増加させることにな

った。 1890年j二期な100とする指数でみると， 95

年上期以降， 342， 380， 327， 45~ 465に増大

したのである。販売識の内訳をみると，

組に委託絞究していた摂は，謀議の大口

のほか，北洋，沿洋漁業の焚料炭として消饗さ

れる議内向け販売商が全体の 7割以上を占めて

いたが，石炭綾訪を自営で行なうようになると，

の比本は漸次低下しつつあっ

ぬものであったJという 〈言語掲「縦観論j上巻、
79J変，言言掲 f芥ぷ角五郎先生伝.!l224頁).0

82) W~七炭五十年史2 第一→次稿木下従業員J u!; 2部中

1938恥 2-3;え荷揚『夕張市史j下巻， 509 
変。高島際機問題が契機?となって1"鉱業条例J
α890年9Ji公布 92年6Ji施行) に鉱夫の書室が

設けられ，北炭においても92年11月に f鉱夫使役

規則J1"鉱夫童文滋規菜むが制定された(Ji'U1"従議

員J第2部中巻， 26-62頁与しかし石村釜劫氏
によれば1"プ口イセン鉱業法令抽象的観念的に

継受j しただけの「この条震は，現実の悶ヱドの鉱

山労働者の傑畿には十分に機能しえなかっずこどこ

ろか，現実にはほとんど無視され‘ !日予誌の労働慣

行たる飯場制度的友子関滋的規律が， 1鉱夫J
に代る葬祭ーの労働保護法規J~とされたという

『鉱業機の研究』勤務警察房.1960'年，144-145foi)o 

83)石炭の閣内消費潟札 1893年の 175“9万トンから

95匁の268.9万トン 97年の409.1万トンへと怒婚

し，J話途別では製;滋用炭が減少し工場j普段が97
年には約嘩5%令占めるに気っている〔前掲『近代

日公の経済…統計・と毅説Jl124頁の表ll-8-3(著

者作成J)，官立浪著手段論文。
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表12 海外輪出炭仕向会議

年躍を 1893 

言芸名 護主 f量 比率

〈上 事手〕

(~ 索) (5，671) 

く沙 政〉

後間小言十 5，671 13.8 

呑 き豊 18，823 45.8 

V ンガポーノレ 13，530 32.9 

:;! ロ ゾ ォt

サンフラ γシスコ 525 1.3 

サ イ 立。 エ/ 2，560 6.2 

ウ'7ジ:<tストッグ

会 言十 41，109 100.0 

資料)務総 F義者観編j上巻， 吉右主義「際交」

た。もっとも北炭では，創立以来， 自家警饗以

外は小樽，窓講，喜怒館の各港にう根治する内外

措舶に石炭の供給を続けたので，用途別にみる

限り，明治竿関の大口需要都丹として焚料炭が

重要な地伎を占めていたことに変わり iまなかっ

このことは，提供給高のうち，明治期会

じて 6~7諮程度の閣内議費量しかも

f需要の仲びを翠恕したものはまず輪出

〈外関船用炭を会む〉と日本船用Eたであり，つ

いでごと場患読と鉄道用炭」であったという日本

の石炭市場の狭陸性そのものに記悶していると

いえた制、道内販売潟の比率が抵下しているこ

とに照応して， 93年下期以降，選外移出高，

外輸出高の割合は，あわせて 4割から 5認程援

を占めるようになった。語外輸出炭は議欝港寄

港の外調汽長舎に焚料として寂究されたほか，表

12のように，香港， シンガボーノレ，清国へ事会出

された。特に， 1897年に輸出高が増大したの

は， 臼j苦戦畿における支那炭の不足とj豪州およ

84) rlJp和雄，石井箆治編 f近代日本の商品流通~ (東
京大学出寂会， 1986年)471室。今津建設き「明治期
におげる蒸気力と水力の利用についてj

済史学会編 f且ネノレギ}と経済発渓J西日本文化

協会， 1979年〕。

〈ト γ，%) 

1896 1897 

数量 比率 数量 比率

(11，635) 

(2，320) 

2，320 3.2 11，635 7.6 

23安 393 32.7 48，808 31.7 

41，688 58.3 88，135 57.3 

4，055 5.7 

4，797 3‘1 

526 004 

71，456 100.0 153，938 100.0 

び印度炭の策洋市場出問り不譲の厳守どついて，

北炭が輪出を成功させたたみbであった。道外移

出炭の販売先として，塊炭よりも粉炭の販売量

が多いことから，議石製鉄所で， 95年8月から

夕張の粉渋から製出された該災害ど用いてコーク

ス銑鉄の生産設が行なわれていたことを裏づけて

いるといえよう号沿。そのほか，襲須賀鎮守府，

東京臨共工;薮，海箪省へもお炭がJllii売され，主

な忍炭仕向地として，資料上には横民

留日市，神戸，横議資，清水，尻，武畿，塩

青森，釜石， 能代， 萩ノ浜，ニ七埼，秋

伏木，七尾，新、見箆江津，佐度，

とあり，京浜地方以北を主要な市場にして

いたのであるが，取引先，取引設は不明である。

空知，夕張炭の採民によって探掘高が増大した

北東の荷燃は，売炭組織の強化，議欝鉄道によ

る窓蘭器までの石炭輸送によって，潜内向け，

あるいは外閏汽船の焚料炭として蝦諾されるほ

か，京浜以北，なかでも議器製鉄所で粉炭が消

85) 飯随筆を:r日本鉄鋼技術史~ (東洋経済新報社，
1979年)131頁。夕張炭， 空知炭t土地 古河コ…ク

ス製造所および釜石鉄鉱との聞に生存1万2'"子ない
し3万ト γの契約を結んでいた〈前掲「縦観線J
上巻， 78資〉。
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表13 船舶業 営 業 収 支 内 訳 表

(千円未満四捨五入)

営 業 収 入 営業費

X 船舶(内 ) (吋小廻(内 )1合
計

船舶費小同合
計 営業純益

収入 食船料 運賃 収入 石廻炭賃小金

1891上 13 13 

下 9 9 

92上 22 22 

下 17 17 

93上 16 16 

下 7 7 

94上 129 30 71 

下 379 138 167 

95上 363 143 163 

下 122 61 45 

96上 92 20 54 50 47 

下 86 57 59 57 

97上 102 1 79 63 62 

資料)表 9に同じ

註)( )内は指数

費される割合が高かったのである。

1トンあたりの売炭収入，営業費，純益高の

推移(前記表10) をみてみよう。採炭費は，採

掘高が増加したうえ，幌内炭慣で使役していた

空知集治監の囚徒が1894年 2月に 400名を減じ

られ， 12月20日限りで返上になったこと問，官

設上川線87九室蘭延長線の鉄道工事、のために人

夫が必要とされたこと，などの要因が重なり，

ほとんど毎期ごとに鉱夫募集を行なうほど，深

刻な鉱夫不足に陥ったため叫， 1892年以降増加

傾向にあった。売炭にかかる費用は， 1893年 7

月に売炭組委託販売を廃止した結果，販売委託

手数料の負担がなくなったため， I従来は総体

86)北炭第2回，第9回，第11回報告。囚人労働につ
いては，田中，前掲書， 93-141頁参照。

87) 1"""北海道鉄道敷設法」にもとづく最初の官設鉄道
が，空知太・旭川間30マイルの官設上川線で，工

事着工が1896年7月，竣工が98年であった(日本
国有鉄道『北海道鉄道百年史』上巻， 同， 1976 

年， 267-270頁〉。
88)北炭の鉱夫は，秋田，山形，新潟，福島，富山，石

川地方で募集されていた(北炭第四回一第12回.
第14回一第16回報告〕。

13( 100) 4 4( 100) 9(100) 

9( 69) 4 4( 100) 5( 56) 

22( 169) 6 6( 150) 16(178) 

17( 131) 8 8( 200) 9 (100) 

16( 123) 2 2( 50) 14(156) 
7( 54) 3 3( 75) 4( 44) 

129( 992) 81 81(2，025) 48(533) 

379(2，915) 309 309(7，725) 70(778) 

363(2，792) 300 300(7，500) 63(700) 

122( 938) 66 O 66(1，650) 56(622) 

142(1，092) 80 45 125(3，125) 17(189) 

145(1， 115) 74 54 128(3，200) 17(189) 

165(1，269) 78 55 133(3，325) 32(356) 

の販売差益がわずか11銭 5厘ないし13銭 1厘で

あったものが，同年下期から一躍47銭に急増を

みるに至ったJ89) というものの，道外移出高が

増大するにともなって遠距離輸送になり，運搬

費が増加傾向にあったと思われる。そのうえ，

日清戦争中には，船舶不足から船賃が法外に暴

騰し，小樽・東京聞の石炭 1トンあたり運賃

も，戦前1.20円程度だったものが2.30円にもな

った問。しかし， 日清戦後，石炭価格が 1トン

あたり全国平均相場で1895年4.90円， 96年5.39 

円， 97年6.77円へと騰貴したために(各期『帝

国統計年鑑~ I重要品相場表J)，1892年下期を

100とすれば，営業費の仲び率より売炭収入の

伸び率のほうが高く，そのために，例年下期以

降の営業純益が増大することになったのであ

89)前掲「縦観編」上巻， 77頁。しかし表10の1893

年下期の 1トンあたり純益がわずか8銭であるの
は，坑内火災のために採掘高が上期に比べ幌内炭
績で2.7万トン減少したため(北炭第8回，第9

回報告)，計算上では， 採炭費が1.50円と高いた
めである。

9ω 前掲「沿革」中巻 4頁。
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る。石炭業が好調だったことは，前掲表11に明

らかなように，貯炭高が減少していることにも

あらわれていた。

日清戦争中の炭臓部の営業純益のうち，船舶

業による純益が約25%，最も多い1895年下期に

34.4%を占めていたことは，すでに表9でみた

とおりである。北炭が，空知丸を所有して日本

郵船に委託していたこと， 94年5月に東京出張

所に船舶係を設け， 96年2月の定款改正で石炭

輸送を行なうための回漕業を営業目的に正式に

追加したこと，炭積部の固定資産投資のうち，

21.0%の44.6万円を船舶購入に用いたことも，

既述のとおりである。回漕業の営業収支内訳を

みると(表13)，1893年下期までは，貸船料が営

業純益の源泉であった。ところが，例年8月に

日清戦争が起こると，内国船のほとんど大半が

御用船を命じられ，北炭の社有船舶，傭入れ船

も御用船になったため，北炭は，外国汽船を漸

次傭入れ，石炭輸送に従事させた。表13から，

外国船の傭入れにかかったと思われる経費であ

る船舶費と石炭運賃収入を比較すると，たとえ

ば94年下期の場合， 前者が 30.9万円， 後者が

16.7万円なので，船舶費のほうがはるかに高く

っき，経費倒れだったことが明らかである。つ

まり， 94年から翌年にかけての営業純益の増加

は，石炭運輸収入によるものではなく，高騰した

貸船料によるものであった。北炭の船舶が御用

船を命じられた期間は，胆振丸が94年8月27日

から96年2月13日まで，空知丸が94年の同日か

ら翌年12月13日までの長期に渡り，外国、汽船を

傭入れても船舶不足から運炭が充分に行なわれ

なかったため91L北炭は，定款改正を行なって

回漕業を営業目的に追加し，船舶輸送体系を整

備することにしたのである。

前掲表7にみられるように，炭積部の資本利

益率が1892年下期にかけて著しく減少した原因

91)北炭第10回一第12回報告。「運賃の高低がはげし
く， また傭入にとにかく期日を誤まり需要者に不
便をおよぼし，往々にして契約が破棄される場合」
があったという (前掲「縦観編」上巻‘ 112頁〉。

は，株金の払込みにともなって資本回転率が低

下したこと， 91年下期から生じた炭価下落と 1

トンあたり営業費の増加によって甚しく経営が

悪化し，売上高利益率の減少が顕著であったた

めである。鉄道部，炭積部における資本回転率

の低下と炭臓部の経営悪化が，北炭全体の総資

本利益率を1890年上期の18.4%から92年下期の

1.7%へと激減させたのであった。しかし経

営悪化が著しかった炭蹟部は， 93年7月に石炭

販売を会社直轄制に改革L，売炭機構を強化す

る一方，日清戦争時の貸船料の高騰，戦後の石炭

需要の拡大，炭価高騰に支えられて，高収益を

実現することができた。このことが，炭蹟部の

売上高利益率を上昇させ， 94年下期以降の炭蹟

部の資本利益率もまた上昇させたので、ある。炭

蹟部の経営状態が良好になったため，北炭全体

の総資本利益率が上昇することになった。

3 北炭の経営の特質

(1) 資本調達の動向

表14で資本構成の推移をみると，全期を通じ

て資本金の占める割合が高いことが明らかであ

る問。それでは，北炭が法律上，鉄道会社とし

て創立し，同社に特許されることになった資本

利子補給は，具体的にどのような経済上の役割

を果たすことにより，鉄道資本の保護になりえ

たのだろうか。資本調達の動向から明らかにし

てみよう。

92)表14の貸借対照表の「財産増額」という勘定項目
は，旧商法による財産評価に関わるようである(北
炭第9回報告)が.北炭の経営土どのような意味
を有したのかは現段階では明らかにできない。た
だ， 1893年9月末日現在の室蘭線建設費317.7万
円，空知線建設費98.7方円， r既成鉄道幌内線」
214. 5万円， r炭山J301.8万円の合計932.7万円か
ら，同年3月末日現在の室蘭線建設費315.3万円，
空知線建設費96.4万円「既成鉄道幌内線興業費」
96. 8万円， r炭山起業費J127.8万円の合計636.3
万円を差し引くと r296.4万円」の資産増加にな
るので，既成鉄道と炭山において財産評価が行わ
れたといえる。
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苦笑14 各期*資本現在高 〈千円米言語沼主奪三五入， %) 
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船舶j反f間後将積立会，契約及身元保護E.
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(i) 資本金

一北炭の創業資本金 650万円は，表15に示すよ

うに1892年上期までに全額が払込まれ，増資分

124万円も予定どおりに払込まれていた。北炭

が巨額の資本金を調達できた経済的諸条件を整

理すれば， (1)金禄公憤支給によって華族，上層

士族が所有している遊休資本の存在， (2)特殊日

本的な金融メカニズム， (3)資本利子補給保護の

3つにまとめられる。

株式の分割払込み制，部分払込み株の株式取

引場上場，株式担保貸付が「三位一体」にな

って形成する「金融的メカニズムJ， これこそ

が資本蓄積の低い明治期において巨額の資本集

中を可能にした「特殊日本的な条件・形態」で

あると，野田正穂氏は分析される問。北炭の場

合札創業資本金の払込みは，表15のように，

定款に従って第1回の払込み金額が 1株に付き

8円，第2回が 7円というように，第8回まで

を払込んで、 1株50円になる分割払込みになって

いた。増資方法は，額面発行を条件に，現在の

株主に新株を引き受けてもらう株主割当額面発

行方式がとられた叫。増資分も分割払込みのた

めに， 1896年上期に第2株金 (150万円増資分)

の第1回払込み分39万円，同年下期に第2回分

30万円，翌年上期に第 3回分15万円の合計84万

円が払込まれ，同年上期には第3株金(400万円

増資分)の第1回払込み40万円がなされた。ま

た， 1890年 1月から定期売買が始められた北炭

の株式は，ジキ取引の中心になると同時に，定

期取引を含む東京株式取引所の最多売買銘柄に

93)野田正穏『日本証券市場成立史一明治期の鉄道と
株式会社金融-~ (有斐閣， 1980年〉。明治2Q年代
の金融体制について伊牟田敏充氏は， r明治20年代
の金融メカニズムを推定すれば，株式を担保にす

ることによって成立する日銀→民間銀行→株主
(商人・華土族・会社役員など〉→企業という一種
の間接金融体制が 日銀→民間銀行→企業という
資金供給体制と併存するという形態であった」こ
とを明らかにされている(同『明治期金融構造分
析序説』法政大学出版会， 1976年， 42頁〉。

94)北炭第四回，第15回報告。

なる花形株であった95)。株式担保貸付に関して

は，市中銀行の株式担保貸付が株主の払込み資

金調達の有力な手段になっていたため， 1890年

(明治23年)恐慌によって多額の資金を固定化

させていた銀行に対し， 日本銀行の担保品付き

手形割引制度が救済措置になっていた問。手形

割引の担保品として認められた株式は， r融通

力は頗る確実となり J97)， 1"殊に実業者は確実な

る株券を所有し，商況の緩慢なるときは之を庫

中に蔵めて其利子を得へく，商業活発なるとき

は之を銀』行に持参して担保品として金策立ち所

に弁する等種々の便ある由となったJ98l。 この

制度の最初の担保品， 13銘柄のひとつに指定さ

れた北炭の株式が，実際に担保品になった割合

は非常に高かったのである問。

しかしながら，特殊日本的な金融メカニズム

の存在のみでは，同様のメカニズムの下にある

幹線鉄道会社でありながら，山陽，九州の各鉄道

会社の場合に，株金の払込みが停滞している 100)

という理由を説明することができなし、。ここに

95)北炭第 1回報告，東京証券取引所編「東京証券取
引所十年史』同， 1963年， 9-14頁， 27-42頁。当
時は， r株式取引所における上場銘柄が一部花形
株式に限られ， しかもそれが投機による利益の獲
得を無上の目的として取引されていた」のである
(吉野俊彦『やさしい日本銀行史』春秋社， 1975 
年~79年， 279-284頁》。

96) r創立資本金の調達に就ては渋沢栄一尽力する所
あり，その払込に関しては主として第一銀行之に

嘗れりJ(前掲「資本J3頁〕。掘と渋沢が日本郵
船会社，北海道製麻会社などの設立に何度も関係
していたこと， 渋沢は草創期の銀行の取引先を得
るために自ら取引先をつくりだしたと伝えられて
いることが，北炭創立に渋沢を協力させたのであ
ろう(前掲『渋沢栄一伝記資料』第8巻，第10巻，
加藤俊彦『日本の銀行家』岩波新書， 1965年， 149
頁)。担保品付手形割引制度については， 日本銀

行『日本銀行百年史』第 1巻(同， 1982年)319-
325頁， 828-450頁参照。

97)滝沢省七『稿本日本金融史論』復刻版(明治文献

社， 1968年) 2真。
98) Ir中外商業新報J第2426号， 1890年5月10日。
99)武藤正明「株式担保の日本銀行手形割引制度の実

情J(日本証券経済研究所『証券研究』第64号，

1981年〕。
100)野田，前掲書， 87-88頁。前掲東燦論文。
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表16 利益処分表 (千円未満四捨五入， %) 
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利益処分金 (A+B)

配当金

配当金平等準備金

役員償与並交際費

積立金

船舶減価償却積立金

炭山起業費償却積立金

新設鉄道部25年下半期営業不足金

後期繰越金 |以 8.4) 23( 10・3) 21( 6.1) 1( O.の 2( 0.8) O( 0.0) 

既成鉄道部利益金

炭積部利益金

資本利子補給金

前期繰越金

配当金平等準備金取崩し

計回)

下 下91上 下 92上

1( 0.4) 

O O 。

計凶
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21( 16.0) 
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110( 42.5) 
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239(100.0) 

98( 43.9) 125( 36.3) 97( 41.3) 

75( 33.6) 106( 30.8) 25( 10.6) 

173( 77.6) 231( 67.2) 122( 51.9) 

39( 17.5) 90( 26.2) 92( 39.1) 

11( 4.9) 23( 6.7) 21( 8.9) 

21( 16.0) 50( 22.4) 113( 32.8) 113( 48.1) 111( 42.9) 

131 (100 .0) 223(100.0) 344(100.0) 235(100.0) 259 (100 .0) 

l…〉
40( 30.5) 

7( 5.3) 

13( 9.9) 

137( 61.4) 274( 79.7) 218( 92.8) 240( 92.7) 234( 97.9) 

30( 13.5) 1O( 2.9) 

13( 5.8) 16( 4.の 9( 3.8) 10( 3.9) 3( 1.3) 

21( 9.4) 22( 6.4) 6( 2.6) 7( 2.7) 2( 0.8) 

93上 下 97上94上 下 下95上 96上 下

2( 0.6) ム2(ム0.6)

5( 1.6) 2( 0.6) 

128( 40.6) 

28( 8.9) 

163(51. 7) 

122( 38.7) 

O( 0.0) 

30( 9.5) 

152( 48.3) 

315(100.0) 

61( 18.5) 

103( 31.2) 

164( 49.7) 

118( 35.8) 

48( 14.5) 

15( 3.3) 7( 1.6) 32( 6.3) 23( 8.3) 19( 3.9) 60( 10.8) 40( 6.2) 

3( 0.7) ム3(ム0.7) 5( 1.0) 2( 0.7) 9( 1.7) 9( 1.6) 8( 1.2) 

o 1( 0.2) 1( 0.2) 

51( 11.4) 94( 18.5) 38( 13.7) 94( 19.1) 113( 20.3) 136( 21.2) 

259( 57.8) 251( 49.3) 162( 58.3) 243( 49.1) 313( 56.3) 367( 57.3) 

314( 70.1) 382( 75.0) 225( 80.9) 365( 73.8) 496( 89.2) 552( 86.1) 

103( 23.0) 125( 24.6) 1( 0.4) 97( 19.6) 56( 10.1) 80( 12.5) 

31( 6.9) 2( 0.4) 52( 18.7) 32( 6.5) 4( 0.7) 9( 1.4) 

91( 19.7) 

216( 46.9) 

325( 70.5) 

125( 27.1) 

11( 2.4) 

166( 50.3) 136( 29.5) 134( 29.9) 127( 25.0) 53( 19.1) 129( 26.2) 60( 10.8) 89( 13.9) 

330(100.0) 461(100.0) 448(100.0) 509(100.の278(100.0)495(100.0) 556(100.の641(100.0)

244( 77.5) 260( 78.8) 390C 84.6) 390( 87.1) 390( 76.の195(70.1) 406( 84.0) 443( 79.7) 518( 80.8) 

16( 5.1) 

8( 2.5) 

16( 4.8) 

8( 2.4) 

23C 5.0) 

16( 3.5) 

2( 0.4) 
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34C 10.3) 

48( 15.2) 11( 3.3) 31( 6.7) 2( 0.4) 52( 10.2) 32( 11.5) O( 0.0) 9( 1.6) 13(2.0) 

資料)北炭第 2回一第16回報告

註)92年下期の新設鉄道益利金は，第 1区が 3.1万円， 第2区が 0.3万円の計 3.4万円の欠損だったが，この

時点では欠損額を計上せず， 93年下半期に利益処分金の中から処理されている
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表17 配当率と配当 金 の 推 移

X 1株…当金問 ( 他社配当率
配当率

第1株金 第2株金 第3株金 日本鉄道 山陽鉄道 九州鉄道

1890上 10.0% 0.46 11.0% 6.0% 6.3刈。ノ

下 11.0 1.055 10.0 6.0 6.2 

91上 10.0 2.11 9.0 4.1 6.2 

下 8.0 1.68 10.0 2.76 4.4 

92上 7.5 1.845 10.0 3.33 4.1 

下 7.2 1.80 10.0 4.0 4.1 

93上 7.5 1.87 10.0 4.5 5.1 

下 8.0 2.00 10.0 4.5 5.5 

94上 12.0 3.00 10.0 5.5 7.0 

下 12.0 3.00 10.0 7.0 7.4 

95上 12.0 3.00 11.0 10.0 8.2 

下 12.0 1.50 10.0 11.6 9.4 

96上 12.0 3.00 0.52 11.0 7.6 8.1 

下 12.5 3.125 1.22 11.0 7.5 9.1 

97上 13.5 3.375 1.806 0.309 11.0 9.0 10.0 

資料)北炭第 8回一第16間報告，前掲星野，東l傑論文， w鉄道局年報』

おいて，政府の資本利子補給保護が重要な意味

をもつことになる。松方の発議による資本利子

補給が， 日本，山陽，九州，北炭に特許された

ことは既述のとおりである。しかし，資本利子

補給の下付方法は，鉄道会社によって異なって

おり，このことが株金の払込み状況に差異をも

たらしたと考えられる。つまり，開業前と開業

後をつうじた長期にわたる資本利子補給が実現

したのは， 日本鉄道と北炭だけで，山陽，九州

鉄道会社の場合，現実には，厳密な意味での資

本利子補給とはいえない特別補助金の下付が行

なわれたl問。日本鉄道や北炭に下付された資本

101)日本鉄道会社への資本利子補給額は，株金の払込

みから開業までは年8分，開業後は東京・仙台間

が10年間.仙台・青森聞が15年間，純益額が年8

分未満の時に不足額を下付するというものであっ

た(前掲星野論文「日本鉄道会社と第十五国立銀

行〕。山陽，九州鉄道会社に対しては， 1我カ人民

ノ如ク零細ノ資本ヲ侍ミ其利子ヲ得テ衣食ノ要ニ

供セル者ヨリ株金ヲ結集シテ鉄道工事ヲ起ス」の

だから開業前に資本利子補給保護を必要とすると

いうのが松方の意見であった(前掲 F九州鉄道特

別保護ニ関スル意見書J，前掲『日本鉄道史』上

篇， 676-677頁〉。しかし，現実には.資金難のた

利子補給と，山陽，九州鉄道会社に下付された，

いわば建設補助金とでは，前者が配当に充てら

れるため資本蓄積に直接貢献で、きないものの資

本吸引の役割を果たし，後者が生産手段として

固定されると L、う資本蓄積に及ぼす機能上の違

いを有するのであった102)。したがって，株式の

引き受けと額面価格までの払込みに時間的な議

離を有するために，必ずしも現実の払込みの保

めに姫路以西の鉄道工事が進行しなかった山陽鉄

道会社に 1毎工区ノ工事全部落成ノ上ニ於テ其

哩数ニ対シ一時限リ壱哩金弐千円ノ割合ヲ以テ毎

工区ニ就キ之ヲ下付ス」る特別補助金が1890年に

許可された。九州鉄道会社には，開業前に年4分

の資本利子補給が許可されていたにもかかわら

ず，会社側カミら利子補給下付が「政府ニ於テハ御

監督上容易ナラザル御手数ヲ要セラレ，会社ニ於

テモ計算上ュ募集上ニ将事業上頗手数ト困難トヲ

来」たすため， 工事落成の都度 1--<イノレ2，000円

の割合の特別補助金下付の申請が総理大臣宛てに

起こり，この申請が1889(明治22)年に許可され

たのである(前掲『日本国有鉄道百年史』第2巻，

567頁， 571-572頁， 602-605頁〕。

102)富永祐治『交通における資本主義の発達一日本交

通業の近代化過程一~ (岩波書庖， 1965年)359頁。
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証にはならない分割払込み制103) の下では，株

主にとって， 日本鉄道や北炭の場合のような長

期にわたる政府の配当保証は，恐慌期において

も資本の動員を果たす「有力な誘い水J104
)の役

目を担ったといえるのである。

北 炭 の 利 益 処分を示したものが表16であ

る1向。各部利益金合計欄(計(A)) と配当金欄

の推移から，北炭が利益金のみで配当金を支払

えたのは，創業当初の1890年上・下期と95年下

期，そして， 96年下期と翌年上期のわずか 5期

のみで，その聞の11期では，政府からの資本利

子補給金なしには配当金を支払えない状態であ

ったことが明らかである。ことに経営が悪化し

ていた1891年下期から93年上期にかけては，炭

磯部利益金の減少が著しいため，利益処分金に

占める各部利益金の割合が減少し，配当金平等

準備金106) が92年下期と翌年上期に取り崩され

ている。利益処分金の約 8割， 1891年下期から

翌年下期にかけては9割以上が配当金，あるい

は配当金平等準備金の取り崩しによって，結局

は株主に配分されたので，北炭は，山陽，九州

鉄道会社よりも高く，かつ安定した配当率を実

現できたのである (表17)。 このような利益処

分は，再生産の拡大を不可能ならしめるが，株

103)野田，前掲書， 213-217頁。

104)伊藤普市「日本経済における補助金の役割J (中

山伊知郎編~ Ii'日本経済の構造分析』下巻〔東洋経

済新報社， 1954年J)。

105)北炭では会社法実施以前 (1893年上期以前)と以

後では利益処分の方法に違いがみられたが，表16

では前者を後者の利益処分方法に合わせた。 (1)積

立金と役員賞与金並交際費が利益処分金からでは

なく，各部利益金合計から拠出されていたこと，

(2)当初新設鉄道部利益金の欄に加えられていた資

本利子補給金が，利益処分金を増大させるために

1891年下期から93年上期までは，各部利益金合計

から積立金，役員賞与金並交際費を差し引いたも

のに加算していたこと. の2点が表16と異なる営

業報告書上の正確な利益処分方法である(北炭第

2回一第16回報告〕。

106)配当金平等準備金は 1割の配当率を実現しても

なお利益処分金に余裕があったため r株主に対

する配当を均等ならしめんが為制定せられたる」

積立金であった(前掲「資本J120頁)。

表18 有価証券相場表〈東京・定期取引)各年平均値!

(円)

ーいごI18 
94 95 96 97 

炭積株 (50) 

最高 106.80 88.00 108...80， 113.20 102.50 

最低 57.60 58.00 78.10 79.00 80.00 

平均 73.55 76.58 91.58 95.18 91.59. 

日本鉄道株 (50) 

最高 107.00 。95.50 100.91 O 

最低 97.50 。 94.00 125.50 O 

平均 100.83 O 94.80 118.00 O 

九州鉄道株 (38) (41) 

最高 51.10 45.50 77.00 71.00 69.50 

最低 35.60 31.60 41.70 54.00 48.90 

平均 40.73 39.99 54.17 62.84 59.58 

山陽鉄道株 (27) (30) (40) 

最高 39.90 35.20 66.00 60.90 57.80 

最低 22.50 21.80 30.30 41.10 41.80 

平均 31.41 30.43 41.58 52.89 50.08 

資料H金融事項参考書4~ (自明治26年1月至明

治35年3月)，前掲 r資本J
註〕左肩の( )内の数値は，払込み額

金の払込みのためにはぜひとも必要であった。

北炭が1894年上期以降， 12.0%の配当率を継続

していたため107九株式の売買価格が払込金額以

上に維持され(表18)， 95年 5月と翌年7月の

増資を可能にしたのであった。鉄道資本利子補

給は，特殊日本的な金融メカニズムに結びつく

ことによって，巨額の資本金を必要とすQ北炭

には，資本の動員をもたらして鉄道敷設資金の

調達を可能にし，財政難の明治政府にとって

は，正貨を減少せずに，室蘭，空知鉄道の敷設

を実現できる最も有効な方法であった。同時

に，創業資本金13万株のうち 1万株を宮内省内

蔵頭， 1/6以上を華族が占めていた北炭の株主

にとって，長期にわたる政府の配当保証がある

107) r室蘭港ハ己ニ特別輸出港トナリ鉄道法案亦将ニ

議会ヲ通過セントスノレノ模様アリ努々石炭ノ販路

益々拡張スノレナラント気構へ」るという「特殊ノ

事情」も加わり.北炭の株式は「一時頗ル好況ヲ

呈シタ」という(日本銀行調査局編『日本金融史

資料明治大正編』第四巻， 1957年. 181頁〉。
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北炭の株式は，資本を保全する有効な投資対象

になったのである 108)。その要となったのが，

北炭が軍事上，拓殖上重要視されていた室蘭へ

の鉄道を敷設する鉄道会社だったという一点な

のであり，ここに北炭が法律上，鉄道会社と

して創立した意義を見いだせるのであった。す

でに1870(明治 3) 年に租税権前島密は1"先

ず篤実な国内の富豪を選定し，これを発起人と

して鉄道会社を結成せしめ，鉄道企業の性格と

その運営方法を教えて鉄道株券を公募し，これ

に対して政府が一定の利子と収益とを保証する

こととすれば，もともと鉄道の開設は政府だけ

ではなく国民全般とともにその利便に欲するも

のであり，併せて国民がその企業性をも認知す

れば，進んでこれに応募するは必定であり，か

くして蓄積された資金をもって政府の鉄道建設

に充てるならば，その起業は容易である」と論

じている 109)。 しかし， 資本主義が未発達な時

期において株式会社制度だけが先行しても資本

調達に至らないことは，明治初年の関西鉄道会

社の事例が証明しているし，また，政府の配当

保証がなければ巨額の資本金調達が困難である

ことは，恐慌期の山陽，九州鉄道会社の状況が

示している。北炭にとって，長期にわたる政府

の配当保証がし、かに重要な役割を果したかがう

かがいしれるのである。

資本利子補給は，北炭， 日本鉄道のほかに，

日本郵船会社，北海道製麻会社，札幌製糖会社

などの保護会社，つまり「特別ノ事情アル特別

ノ性質ニ依ツテ，之ヲ政府ヨリ保護セザレパ其

108)北炭の創立は，企業勃興期における「全く見事な
る， そして複雑なる官僚(薩閥)， 皇室=華族，
ブルジョアジーの組合せ」によるものであった
(前掲奥山論文「北海道史上に於ける北海道炭砿
汽船株式会社J)。北炭の株式は， (1)利子補給下付
期間中政府の特別監督を受けること， (2)日銀が北
炭の株式を抵当にして当座貸， 又は定期貸を行な
うことが， r華族世襲財産法」の資格を満たし，
1890年に華族世襲財産に編入されたからである
(前掲「資本J134-137頁〉。

10θ)前島密『鉄道臆測JI (前掲吉川論文「我国私鉄政
策と関西鉄道会社J所収，吉川氏による要約)。

ノ事業ガ成立タズ，且其ノ事業ヲ成立タスコト

ハ，国家経営上ニ最必要デアルコト云フ」会社に

下付されたが，民党から保護が過当あるいは不

正当であるという批判が相次いだ110)。しかし，

資本利子補給は，帝国憲法第67条「憲法上ノ大

権エ基ツケル既定ノ歳出及法律ノ結果ニ由リ又

ハ法律上政府ノ義務ニ属スル歳出ハ政府ノ同意

ナグシテハ帝国議会之ヲ廃除シ又ハ削減スルコ

トヲ得ス」の「法律上政府ノ義務ニ属スル歳出」

に該当していたため，帝国議会が「政府の同意」

のないまま「廃除J1"削減」できなかったのであ

る111)。ところが， 1895年下期以降になると，表

16に明らかなように，利益処分金に占める各部

利益金合計の比率が8割をこえ，政府からの補

給金なしに，利益金のみから配当金を拠出でき

るようになった。これは，北炭の経営基盤確立

の一指標とみなしうるのであるが， こうした状

況の下で政府は， 18θ7 (明治30)年4月7日付

をもって鉄道資本利子補給命令を廃し，同年か

ら向こう 3ヶ年間，営業補助金の名目のもとに，

定額分割払による総額17万円の補助金を下付す

ることにした112)。資本利子補給命令の廃止に

よって北炭は，正副社長任免に関する制限，資

本金区分，準備金積立，収益金整理，出納計算，

会計監査などの監督や拘束を免かれて， 1"実質

的に完全なる自治体として仲展すべき自由性を

110) 1891年2月陸奥宗光農商務大臣の演説 (11帝国議
会衆議院議事速記録』第2巻，東京大学出版会，
1975年， 675頁， 722-726頁， 同第4巻， 162-170 

頁〕。
111)伊藤博文『帝国憲法皇室典範義解J1C丸善株式会社，

1944年)112-115頁。大蔵省百年史編集室編『大
蔵省百年史』上巻(大蔵財務協会， 1969年)122 

123頁。
112) 1897年に8万円，翌年6.5万円，翌々年2.5万円

合計17万円の補助金である (北炭第16回報告〉。
政府が資本利子補給の廃止に踏みだした先例とし
て， 97年の議会で「双方合意の上打切計算を妥当
とする動議ありたるを機会」に. 日本鉄道の資本
利子補給を廃止している。北炭に対しでも 2月に
「協議ニ応スルノ権限ヲ有スル重役一名」の出頭
を通達してきたため.北炭が井上角五郎を協議委
員として選出したのである(前掲「沿革」中巻，
30-32頁〉。
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確保するに至」ったのである。 113)

(ii) 社債

創業資本金 650万円を調達できた北炭が，既

成鉄道部社債 110万円を募集した理由は，前掲

表 1の資本区分の動向に示したように，既成鉄

道部の資本金を新設鉄道部に振替えた結果，資

本が不足したからである。北炭では，当初， 1創

立願書Jに添付した書類で，鉄道部資本 500万

円の内訳を新設鉄道建設費 369万円，室蘭築港

費 104万円，幌内鉄道改良費27万円に見積もっ

ていたが〉鉄道資本利子補給命令によって，新

設鉄道部資本が500万円にされたうえ114) 既成

鉄道部資本としても示談金や鉄道唱の改良工事

に，さらに資本を必要にしていたのである。資

本の調達方法を社債に依存したのは，資本金

650万円を払込んだ株主層をもっても， 増資が

困難だったからにほかならない115)。

1894年上期に募集された年6歩利付の炭蹟部

社債80万円は，金融緩慢の時機であったため，

引受銀行に委託せずに，北炭自らが募集するこ

とにしたが，額面 100円に対して，申込最高価

格が103.5円，最低でも額面価格になり，全額が

調達された11の。

113)前掲『北炭五十年史Jl48頁。前掲『井上角五郎先

生伝Jl230頁。
114)新設鉄道建設費369万円は，道庁技師友成仲の概

算によるものである。北炭創立後に，鉄道工事の

指揮，監督を行なった道庁一等技師松本荘一郎の
概算によれば.新設鉄道建設費が420万円に見積
もられていたので司 室蘭築港費と合わせると 524
万円の資本が必要であった(北炭第 1回報告「北
海道炭積鉄道会社新設鉄道建設費予算表J，前掲
「輸送」上巻， 95-99頁〉。

115)前掲『渋沢栄一伝記資料』第8巻， 698-699頁。
野田氏は，株金が払い込まれなかったために生じ
た資本金不足を補うために，北炭が社債を発行し
たことを指摘される(野田，前掲書， 87-88頁〉が，
既に明らかなように北炭の資本金は全額払込まれ
ていた。明治期の社債市場の特質に関しては，志
村嘉一「日本資本市場分析Jl (東京大学出版会，
1976年)42-43頁参照。

116)社債募集額80万円のうち，宮内省内蔵頭が41.1万
円を占めていた。なお， 180万円の募集が予定さ
れていたこの社債は，翌年は日清戦争によって募
集できず，調達された80万円の社債が第2回増資

(2) 兼営の意義

これまでみてきたように，北炭は鉄道業と石

炭業を兼営し， 1896年には回漕業が定款の営業

目的に追加されたが，北炭が事実上これらを兼

営していることの経営上の意義はどのような点

に見いだせるのであろうか。

北炭は，鉄道部と炭磯部の収支計算が資本区

分，貸借対照表，損益計算書などにみられるよ

うに，鉄道資本利子補給命令によって厳密に区

分されていたので，各部が独立採算であったと

思われる。たとえば， 1896年下期と翌年上期の

鉄道部の石炭運輸収入がそれぞれ 21.3万円，

20.8万円で，炭碩部の石炭業にかかわる費用，

運搬費のうち汽車費がそれぞれ22.6万円， 22.4 

万円であった117)ことから，鉄道部の運炭収入は

ほぼ自社炭の輸送分と推測できる。同様に，前

掲表10に示した 1トンあたり運搬費のうち汽車

費が， 96年下期に0.82円，翌年上期に 0.80円

で，前掲表6の鉄道部の 1トンあたり石炭収入

0.83円， 0.82円にほぼ等Lいことから，石炭の

自家用消費分が社内資料において不明であると

はいえ118J，鉄道部の石炭運輸収入と炭蹟部の石

炭運搬費(自社の鉄道， 汽船による輸送費)，

炭磯部の売炭収入と鉄道部の汽車の焚料代であ

る汽車費とが互いに相殺されずに，各部におけ

るそれぞれの営業収支として帳簿上扱われてい

たと考えることが妥当で、ある。

以上を前提にして， 1営業報告書」の範間内

から知りうる鉄道部と炭礎部を兼営しているこ

との利点をあげれば，さしあたり鉄道部の石炭

運賃の引き下げという点を指摘できょう。北炭

第4回報告 (1891年上期)，第6間報告(1892年

上期)の「鉄道及炭蹟営業ノ部」欄には，それ

ぞれ「石炭数量ハ174，694噸2分 6厘 5毛ニシ

分400万円から償還することが決議され，事実上
80万円の発行に止まった(北炭第四回報告，前掲
「資本J61-64)頁。

117)北炭第15回，第16回報告。
118)石炭の自家用消費に関しては， 1"遺憾ながら資料

に乏しく之を詳にするを得jない(前掲「販売」
71頁)という。
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テ前期間季間ヨリ多キコト41，362噸 2分 3厘の

増加又賃金ハ97，628円68銭ニシテ前期間季間ヨ

リ少キコト9，917円60銭ナリ石炭ノ噸数如斯増

加アルニモ拘ハラス却テ賃金ニ減少アノレハ空知

線開業以来岩見沢手宮間短距離ヲ運搬シタルト

市場ノ景況ニヨリ石炭原価ヲ引下サルヲ得サル

ノ場合ヨリ運賃ヲ低減シタノレニ由ルJ¥"石炭数

量ハ 161， 566噸 8分 3厘 6毛ニシテ前同期ヨリ

多キコト 17，199噸 6'厘 5毛即チ 1割 1分 9厘ノ

増加賃金ハ76，894円11銭ニシテ前同期ヨリ少キ

コト金 3，342円63銭即チ 4分 1厘 6毛強ノ減斯

グ噸数ニ増加シテ賃金ニ減少セシハ其運賃ヲ低

減セシニ由ノりという叙述がみられる。各期に

おける 1トンあたり石炭運賃は，上述の記録か

ら， 1890年上期の0.81円から翌年上期の0.56円

へ，さらに92年上期に0.48円へ引き下げられた

ことになる。「営業報告書」の叙述は，幌内線の

みが対象になっているため，前掲表6の数値と

異なるが1m， 同表からも 90年上期の 0.80円か

ら翌年上期の0.61円，翌々年の0.43円へと引き

下げが行なわれたことが明らかである。北炭が

1トンあたり石炭運賃を引き下げたのは， ¥"当

期間 (92年〕ハ世上一般石炭市場の景況殆ント

衰額萎腰ノ極点ニ達シ随テ本会社採掘石炭販売

上ノ困難前半期ニ比シ尚ホ一層ヲ加ヘタルカ故

ニ可成価格ヲ引下ヶ」ざるをえなかったからで

ある 120)。

1891年から翌年にかけての時期は， 日本最大

の産炭地である筑豊の石炭業者が石炭不況のた

めに窮状に陥っている時期でもあった。彼ら

は， ~経済界の警鐘』という小冊子を 93年に発

行して，北炭の成立自体が奇怪至極の現象をも

119) 1891年上期の石炭輸送量，額が第14回報告と第6
回報告の叙述で異なるのは， 同期の会計期聞が9
ヶ月間のため，前者が9ヶ月分の数値，後者が6

ヶ月分の数値を用いているからである。また，表

6の石炭収入額，量と異なる理由は.第4悶，第
6回報告がいずれも幌内鉄道のみの数値を掲げて
いること，第4回の1890年上期の数値が 9ヶ月

分になっていることによる。

12ω 北炭第6回報告。

つこと，利子補給を石炭保護に使っているから

不条理であること，石炭を濫掘濫売Lて石炭価

格を暴落させているなど， ¥"採炭民業ノ一大妨

碍得ハ北海道炭碩鉄道会社カ格外ノ保護金ニ依

テ石炭界ヲ撹乱スノレノ事実」にあると攻撃を開

始し，さらに北炭の利子補給下付に反対する請

願を帝国議会に提出したのである。それに対す

る北炭の反論(~九州炭蹟団体総代ノ妄ヲ弁ス』

同年2月)の中に，石炭時価の暴落が九州炭の

供給過剰にあること，石炭の濫売を行なったの

は価格差から九州炭にあるとして次表が掲げら

塊炭1万斤の時価 粉炭 1万斤の時価

九州炭北海道炭九州炭北海道炭
門司又は
若松港 12-13円 一 7-8円

小樽港 一 21-22円 一 1()円

東京 26円 32円 17ー18円 19円

香 港 25-26円 31-32円 18-19円 24-25円

れていた。同表からは，北炭の炭価の方が九州

炭よりも高いことが明白である。ただ，東京市

場では粉炭 1斤万の時価が接近しているため，

北炭にとって鉄道運賃を引き下げて石炭価格を

引き下げたことは，九州炭との競争に勝ったと

までは言えないにしろ，石炭販売上有利に作用

したものと推測される。現に，前掲表11から算

出すると，北炭の石炭が1891年度に3.7万トン，

翌年度に4.4万トン，道外で販売されていたこと

になる。筑豊の石炭業者にとっては， こうした

北炭の存在そのものが脅威に映ったのであろ

う。利子補給に反対する請願そのものは，利子

補給が既述のように帝国議会においても， ¥"廃

除」または「削減」することができない政府歳出

に該当するため，衆議院請願委員長は請願を否

決する答弁を行なっている 121)。しかしながら，

121)以上の筑豊鉱業者との論争に関しては，前掲『渋

沢栄一伝記資料』第8巻， 703-712頁参照。筑豊

石炭鉱業組合においても，北炭と同等の保護を九
州、|鉄道，筑豊興業鉄道に与えるか，それとも北炭

の保護を撤廃するかのどちらかの実施を要求した

「北海道炭讃鉄道会社問題」が重要事項として取
り組まれていた(荻野喜弘「明治中期における筑
豊石炭鉱業組合の組織と活動一明治18年の創立か
ら明治33年ころまでーJWエネルギ一史研究』第
13号， 1984年〕。
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これらの動向からただちに，北炭の創立者堀

が，石炭運賃を引き下げることを目的にして，

新設鉄道の敷設を計画し，政府がまた北炭に運

炭鉄道を敷設させようとして，鉄道資本利子補

給を特許したとみるのは，これまで明らかにし

てきた北炭の創立過程，経営内容の実証から無

理があろう。鉄道部と炭礎部を兼営しているこ

との利点は，むしろ北炭が経営の自主性を完全

に手にした1897年以降の経営にかかわるものと

考えられる。

おわりに

北炭の創立は，北海道拓殖の担い手として，

鉄道業と石炭業を兼営する大会社を設立しよう

とする道庁理事官堀基の構想が基盤になってい

た。この構想は， r北門の鎖鍛」北海道への鉄

道敷設を軍事上，拓殖上の必要性から重要視し

ていた政府の鉄道政策によって，法律上， r私設

鉄道条例」にもとづく鉄道会社として，事実上，

石炭業を兼営する会社として， 1889 (明治22)

年12月に北炭が創立することに具体化された。

創立直後の北炭は，株金の払込みにともなって

資本回転率が低下し，炭碩部の経営悪化もあっ

て総資本利益率が減少していた。北炭が法律

上，鉄道会社として創立したことの会社経営に

とっての意義は，政府が北炭の敷設する新設鉄

道資本500万円に対して，開業前からの長期に

わたる資本利子補給を特許したため， これが特

殊日本的な金融メカニズムに結びつくことによ

り，華族，上層士族らの遊休資本を動員する「有

力な誘い水」としての役割を果たし，創業資本

金650万円を調達できたことにあった。同時に，

鉄道資本利子補給命令は，正副社長，理事の官

選，資本区分，業務の監督，会計監査など会社

経営の重要事項を政府の監督，命令下において

いたのである。

1893 (明治26)年以降の北炭は，未だ会社経

営に関わる重要事項が政府の監督，命令下にお

かれていたとはし、え，重役官選制から公選制へ

の改正，重役改選，旧商法中会社法の実施にと

もなう定款の改正という一連の動きを通じる過

程で，会社経営の実権を手にした井上角五郎に

よる経営方針の確立へとつながっていった。北

炭は，積極的な経営方針の下に，鉄道部が鉄道

輸送力を増大させる資本投下や施策を行なった

結果，拓殖の進展にともなう乗客，普通貨物輸

送の増大に対応することができ，安定した収益

を計上した。炭噴部では，夕張炭山に重点をお

く炭山の拡張，売炭機構の改革，回漕業の兼営

が室蘭港の特別輸出港指定， 日清戦争時の高騰

した貸船料， 日清戦後の石炭市場の拡大，炭価

高騰に支えられて，炭l蹟部収益を増大させるこ

とになった。好調な経営発展は， もはや政府の

保証なくしても，安定した配当を維持できる会

社としての地位を北炭にもたらしたのである。

政府もまた，北炭の経営基盤が確立したことを

認め， 1897 (明治30)年4月に鉄道資本利子補

給命令を廃止するに至った。ここにおいて，北

炭は，はじめて完全な会社経営の自主性を手に

したのである。

本稿は，以上に要約した北炭のく歴史〉を北

炭の経営の総体の特質を明らかにする角度から

解明し，そのことによって1889年~1897年に至

る期聞を北炭の創業期として位置づけたのであ

った。以後，北炭は， この創業期を経ることに

よって，前掲図 1にみたように，ほぼ15.0%前

後に安定した総資本利益率を1905年まで実現し

ていくことになる。この期聞は， 日清戦争に勝

利した日本資本主義が清国賠償金をファンドに

戦後経営を遂行しつつ確立し， 日露戦争へとつ

ながる時期にあたっている。この日清・日露戦

間期には，第二次企業勃興， 絹業・綿業の発

展， 八幡製鉄所の設立などがみられ， 工場用

炭，鉄道用炭の需要が増大することにより，石

炭の圏内市場は拡大の一途をたどっていった。

この聞の北炭の経営状態を鉄道部と炭積部の資

本利益率の推移から垣間みれば，鉄道部の利益

率がおおよそ12.0%前後に一定していたことに

比べ，炭磯部では鉄道部の利益率を上回る水準
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を維持しつつも，小刻みに変動しながら漸次減

少する傾向にあったことが知られる。また，こ

れに続く日露戦後期において北炭は，戦後経営

の一環として行なわれた鉄道国有化により約

1. 200万円の鉄道公置を獲得し，この鉄道買収

資金を特別配当に回す一方，輪西製鉄所， 日英

共同事業の日本製鋼所設立に投資することにな

る。鉄道経営を失なった北炭は， こうして石炭

業，その他副業，附帯事業の経営に主力を注い

でいくが， 日露戦後恐慌から第一次世界大戦ま

で続く慢性不況の中で，創立以来最大の経営危

機を迎え，総資本利益率が前掲図1に明らかな

ように激減してしまう。財閥が財閥本社を最高

持株会社とし，資本支配をつうじて多角的経営

を行なうコンツェルンへと転進を遂げていくの

は， この慢性不況期以降のことであるが， この

過程は同時に，北炭が三井の傍系会社として吸

収される過程でもあったのである。

1897年に鉄道資本利子補給命令の廃止によっ

て経営の自主性を完全に手にした北炭が， どの

ような経営方針の下に日清・日露戦間期の石炭

市場の拡大，三井の中上川彦次郎による株式の

買い占め，鉄道固有化運動等に対応し，この聞

の総資本利益率の安定を実現していったか，ま

た， 日露戦後の経営危機に直面する過程で総資

本利益率が急速に低下していく理由などについ

ては，続稿の分析に委ねたい。


